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住友商事健康保険組合



STEP１-１ 基本情報
組合コード 61235
組合名称 住友商事健康保険組合
形態 単一
業種 卸売業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

8,910名
男性75.2%

（平均年齢44.7歳）*
女性24.8%

（平均年齢40.4歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

1,210名 -名 -名

加入者数 16,524名 -名 -名
適用事業所数 5ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

5ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

69‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 2 10 - - - -
保健師等 24 27 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 6,617 ∕ 7,929 ＝ 83.5 ％
被保険者 4,669 ∕ 5,010 ＝ 93.2 ％
被扶養者 1,948 ∕ 2,919 ＝ 66.7 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 395 ∕ 908 ＝ 43.5 ％
被保険者 372 ∕ 833 ＝ 44.7 ％
被扶養者 23 ∕ 75 ＝ 30.7 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 1,952 219 - - - -
特定保健指導事業費 24,000 2,694 - - - -
保健指導宣伝費 124,922 14,020 - - - -
疾病予防費 618,960 69,468 - - - -
体育奨励費 4,000 449 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 0 0 - - - -
　
小計　…a 773,834 86,850 0 - 0 -
経常支出合計　…b 7,494,129 841,092 - - - -
a/b×100 （%） 10.33 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

10 5 0 5 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 88人 25〜29 617人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 682人 35〜39 726人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 660人 45〜49 632人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 774人 55〜59 754人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 568人 65〜69 506人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 667人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 2人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 64人 25〜29 393人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 304人 35〜39 289人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 261人 45〜49 202人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 261人 55〜59 206人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 93人 65〜69 57人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 41人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 640人 5〜9 674人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 610人 15〜19 536人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 426人 25〜29 57人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 23人 35〜39 12人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 11人 45〜49 7人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 7人 55〜59 5人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 6人 65〜69 3人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 590人 5〜9 670人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 557人 15〜19 471人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 296人 25〜29 85人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 217人 35〜39 348人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 380人 45〜49 459人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 590人 55〜59 515人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 466人 65〜69 463人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 287人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

・当組合は中規模の健保組合（被保険者数8,900人、加入者数1万6千人）である。
・各事業主の拠点（本社・支社・支店・営業所）が東京を中心に全国にあり、加入者も点在している。
・被保険者の男性は、その比率が他組合に比べ5.1％高く、生活習慣病合併症や悪性腫瘍のリスクが高まる50 代が最も多い。生活習慣病の重症化予防に向けた取
り組みの推進が必要である。
・被扶養者は大腸がんのリスクが増加し始め、乳がんのリスクが高い50 歳代以上の女性が多い。
・男性被保険者の65〜74歳が他健保と比べ、構成割合が高いのは、当健保には特例退職被保険者が加入しているためである。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・特定健診の受診率は、事業主被保険者はほぼ100％であるが、全体は83％。特退被保険者・被扶養者の受診率が低い。
　特に40代被扶養者の受診率が低く、生活習慣病を発症しやすくなる世代の健康把握ができていない。
・特定保健指導の対象者割合は、過去5年間減少傾向にあるが、服薬者の割合が増加している。非肥満 検査値リスク有の割合は他組合よりも高い。
・ジェネリック数量比率は目標の80％未満で、他組合と比べて低い状態にある。
・3年連続新生物＜腫瘍＞の医療費構成割合が高い。循環器系と内分泌、栄養及び代謝疾患の割合も毎年高く、生活習慣病関連の医療費も高いことがうかがえる。
・健康状況は血糖のリスク者割合が他組合を上回り、生活習慣は飲酒のスコアが最も悪い。

事業の一覧
職場環境の整備
　予算措置なし 　各事業主と健康課題を共有
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康応援サイト「KENPOS」
　保健指導宣伝 　機関誌の発行
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　育児関連冊子「赤ちゃんとママ」配布
　保健指導宣伝 　ホームページの運営
　保健指導宣伝 　後発医薬品利用促進通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　心の健康づくり事業
　保健指導宣伝 　健康生きがいづくり教室
　疾病予防 　受診勧奨レベル以上のリスク者対策
　疾病予防 　肥満予防対策
　疾病予防 　喫煙対策
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　婦人科健診
　疾病予防 　予防接種
　疾病予防 　歯科検診
　体育奨励 　体育行事
　予算措置なし 　常備薬の斡旋
　予算措置なし 　重症化予防
事業主の取組
　1 　新入社員教育
　2 　定期健康診断
　3 　雇い入れ時の健康診断
　4 　海外赴任時・帰任時の健康診断
　5 　海外赴任予定者に対する健康及び安全衛生教育
　6 　海外長期出張前後の健康診断
　7 　海外出張者、渡航者の予防接種
　8 　インフルエンザの予防接種（集団）
　9 　メンタルヘルスセルフケア研修
　10 　管理者向けメンタルヘルス研修（ラインケア）
　11 　過重労働者への産業医面談
　12 　傷病者復帰面談・勤務措置
　13 　禁煙支援
　14 　栄養指導の実施
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　15 　社内歯科診療所における定期歯科検診
　16 　社内歯科診療所における海外赴任前歯科検診
　17 　社内カウンセリングセンターにおけるカウンセリングの実施
　18 　社内イントラネット上における健康関連トピックス記事の掲載
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備

予
算
措
置
な
し

1 各事業主と健
康課題を共有

①各事業主に事業主別医療費、検査項目別健診結果等を毎年情報提供
し、各事業主における健康状況・健康課題に対する理解度を100%にす
る。
②事業主による従業員への生活習慣改善等の注意喚起に向け、必要と
思われる情報の提供、対策等につき協力する。
③主要２事業主が健康経営「ホワイト５００」の取得を継続すること
。

全て 男女
40
〜
74

被保険
者 -

①各事業主に健康年齢事業所別レポー
トを提供し、各事業主における健康状
況・健康課題に対する理解度を高めた
。
②特定保健指導実施率向上に向け、事
業主からの呼びかけ回数を増やす等生
活習慣改善対策を強化した。
③主要2事業主が昨年に続き、健康経営
「ホワイト500」を取得した。

事業主が健康経営宣言をする等、事業
主の健康への意識の高まりもあり、ま
た、他健保との情報共有を増やす等、
積極的な情報収集により、課題の共有
が図れた。

保健事業の実施について、適宜、HPや
イントラ、事業主よりメールを通じて
情報発信しているが、被保険者への認
知度が十分でない。

4

加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2,5,7
健康応援サイ
ト「KENPOS
」

被保険者の健康意識醸成、健康増進、生活習慣病予防、後発医薬品使
用促進。 全て 男女

18
〜
65

被保険
者 -

【令和5年12月現在】
・会員有資格者数： 8,884人
・会員登録者数　： 5,546人
　(登録率：62％ ）
・歩数記録者数： 2,688人
（登録率：資格者 30%、登録者48%）

・歩数や後発医薬品の利用によりポイ
ントが付与され、2年間のうちに積み上
げたたポイントで健康グッズ等と交換
できる。歩数、体重、食事等を記録す
ること、生活習慣の改善に繋げれる。
・令和４年度より「健康マイレージ制
度」を導入。健康行動にインセンティ
ブポイントを付与する制度で、導入に
向けた啓蒙活動もあり、会員登録者数
は増え、歩数数も増加している。

・KENPOSの認知度、会員登録率、歩
数登録率のアップ。
・各事業主の協力

4

2,5 機関誌の発行 健保組合から加入者への情報発信・共有、加入者の健康意識の醸成。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 -

・一般被保険者は事業所宛、特退・任
継は自宅宛に配達。
・機関誌「健保だより」を年３回、疾
病予防等関連冊子を年1回発行。
・社内イントラ：随時掲載

・機関誌には予算・決算及び保健事業
の活動状況等、健保情報の発信。
・一般被保険者向けは、直接メールに
よるWEB配信（組合HPで公開）。

・情報発信（冊子送付）は、一般被保
険者宛であるが、家族に届けられてい
るか、不明。
・家族みんなで読みたくなるような内
容の工夫。

5

2 医療費通知 本人の診療記録、医療費の確認による医療費認識の向上及び適正受診
、医療費の適正化、不正レセプトの発見。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 -

・一般被保険者は、月次にWEB配信。
・特退・任継は自宅へ郵送。
（令和6年度より確定申告用に発行して
いる「年間医療費お知らせ」（書面）
を廃止）

・本人の診療記録の確認による医療
・一般被保険者の内、過半数がKosmo-
Webに未ログインで、ログイン者数を
増やしていくことが課題。

5

2,5
育児関連冊子
「赤ちゃんと
ママ」配布

育児情報誌「赤ちゃんとママ」を出産育児一時金支給対象者へ１年間
無料配布することにより、母親としての育児知識を醸成。 全て 女性

18
〜
74

基準該
当者 - 【令和４年度】

　配布件数 136件

・被保険者又は配偶者が出産し、出産
育児一時金の支給対象になれば自動的
にこの冊子の配付対象となり、毎月1回
の無料配付で1年間継することで、赤ん
坊のケアに不慣れなママに大いに役立
っている。
・支給対象者へのアンケートによると
この冊子を読んでからは育児の心配が
軽減したなど評価は高い。

特になし 5

2,5
ホームページ
の運営

健康保険の仕組み、各種健保手続き、法改正の内容とそれに伴う健保
手続きに関する情報発信・更新を継続的に実施する。加入者の健康意
識を向上させる。

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 -

・各種保健事業の実施案内
人間ドック、一般健診、婦人科健診、
予防接種の補助申請、特定保健指導、
禁煙支援、歯周病検査、受診勧奨、健
康セミナー、ウォーキング・イベント
等
・機関誌等の案内
　健保だより、健康年齢レポート等
・法改正に伴う手続きの変更

・タイムリーに、頻度を多く情報提供
。
・各種申請書の被保険者自身のダウン
ロードによる双方の事務効率化。
・ユーザーにアクセスし易くするため
、ログインのIDとPWを不要としている
。

・加入者への浸透がまだ不足している
。 4

7 後発医薬品利
用促進通知

後発医薬品への切り換えによる薬剤費、自己負担額の削減及び当組合
の薬剤費抑制。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 -

【令和４年度】
差額通知送付対象者数： 1,199人
（20歳以上の一般被保険者・被扶養者
：704人、特退： 495人）
20歳以上74歳以下、且つ薬剤費削減差
額 
1,000円以上を対象とした。

・文書による通知とともに、健康応援
サイト「ＫＥＮＰＯＳ」の中でも年齢
層に関係なく、該当者にジェネリック
医薬品差額通知を実施している。
・該当者が一般被保険者（又は被扶養
者）の場合には、各事業主の協力によ
り被保険者に配付され、特退の場合に
は自宅に直接郵送している。

・本人、医師の認知度・理解度がまだ
不足している。
・令和5年度では未成年者も対象に追加
、医薬品の対象範囲も拡大。

4

個別の事業

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査
特定健診受診率の向上。疾病の抑制・重症化予防・早期発見。前年度
比での保健指導対象者の減少。問診票各項目の改善（喫煙、飲酒、運
動、食行動）

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者,任
意継続
者,特例
退職被
保険者

-
【令和４年度】
特定健診の対象者： 7,929人
受診者： 6,617人（83.5％）
被保険者： 4,669人（93.2％）
被扶養者： 1,948人（66.7％）

健診費の補助上限を８万円としている
。
HP・事業主イントラ、健保だより等で
健診案内を実施している。

・特例退職被保険者・配偶者の受診率
が低い。
・R6年度は、ハピルス健診のメールRe
mind機能を使った受診勧奨を進める。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
①特定保健指導該当者の減少、保健指導実施率の向上。
②該当者が保健指導を受けることによる生活習慣の改善、生活習慣病
有病者・予備群の減少。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 -

【令和４年度】
委託業者は、㈱ﾊﾞﾘｭｰHR、
SOMPOﾍﾙｽｻﾎﾟｰﾄ㈱、㈱東急ｽﾎﾟｰ
ﾂｵｱｼｽ。
対象者 908人、内 指導終了は 395人
【内訳】 （ ）内は指導終了
　動機付け支援： 544人 (235人）
　積極的支援 ： 364人 (159人）
　保健指導実施率は、43.5％

・各事業主と連携して、イントラでお
知らせ、各被保険者へのメールによる
案内、未実施者のフォローアップ等、
・ICTを活用した予約サイト・Web面談
の導入により実施。
・複数のプログラムを用意。
・若年層（35〜39歳）向けの生活習慣
改善の指導(Under40健康支援）プログ
ラﾑ）を実施し、対象者削減を図ってい
る。

・保健指導対象者への案内に対し、約
４割より回答がない。
・対象者にはリピーターが約6割。また
、若年層にもリスク保持者がでてきて
いる。
・配偶者の実施率が低い。

4

保
健
指
導
宣
伝

5,6 心の健康づく
り事業

加入者の健康に関する個別相談を実施し、適切な健康・医療情報を提
供。場合によっては早期の適切な受診を促す。
電話相談（フリーダイヤル）又は面接相談を外部委託の専門家による
カウンセリングにて実施することにより、加入者のメンタル面でのケ
ア・健康維持に繋げる。

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 - 【令和５年度】

相談件数： 97件

・通話料・相談料無料、匿名可。
・Web（チャット）による相談可
・機関誌で紹介
・『みんなの家庭の医学』Web版（無
料閲覧）

・初めて利用するまでに抵抗感のある
人がいると思われる。気軽に相談する
ような案内にする必要あり。
・相談件数は、年々減少傾向にある。

2

5 健康生きがい
づくり教室

特例退職被保険者を対象に、健康に関する講演やウォーキング、太極
拳、テニス、水彩画等の教室を日本各地のリゾート施設で１泊2日で開
催することにより、特例退職被保険者の心身の健康維持・増進に繋げ
る。

一部の
事業所 男女

60
〜
74

特例退
職被保

険者
-

【令和４年度】
参加者数 81名
高尾山・鎌倉・銀閣寺・皇居など
観光ウォーキング 19回
工場見学 2回
運転免許自主返納セミナー

・空気のきれいな所でウォーキングや
趣味に講じることで、心身ともにリフ
レッシュできると好評である。
・なるべく開催地域が偏らないように
して全国から参加できるように配慮し
ている。

・特例退職被保険者に対し、機関誌「
健保だより」春号で開催案内のチラシ
を挟み込んでいるが、認知度が低く参
加者数が少ない。

2

疾
病
予
防

4
受診勧奨レベ
ル以上のリス
ク者対策

血圧、脂質、血糖他で受診勧奨レベルのリスクを軽減。
受診勧奨レベル以上の者に対し、それぞれのリスク、階層に合わせた
情報提供、保健指導を実施する。
①医療機関の受診勧奨
医療機関未受診者には受診勧奨（文書による通知、電話、面談）を実
施する。
②医療機関既受診者
医療機関既受診者には専門医への受診勧奨や生活習慣改善指導（文書
による通知、電話、面談）を実施する。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 -

・健診結果が “受診勧奨” レベル・リス
ク者で 治療放置者に対し受診勧奨を通
知。
・慢性腎臓病(CKD) リスク者で未通院
者に対し受診勧奨を通知。
・通院中の重症化リスク者（糖尿病性
腎症)に対し保健指導プログラム(MySta
r）を実施。

・健診結果とレセプトデータを活用し
て受診勧奨対象者の抽出。
・生活習慣病管理不良者や脳梗塞や心
筋梗塞などの既往者向けの疾病管理支
援に特化したMyStarプログラムの導入
。

・事業主診療所とのコラボヘルスの推
進。
・受診勧奨通知後の効果についての評
価
・保健指導プログラムの効果検証

2

2,5 肥満予防対策
被保険者が自分自身の体重、腹囲、BMIを意識し、肥満予防或いは非
肥満に向けて取り組む。
当組合からウォーキング、食生活改善等の勧奨、情報発信をすること
で、被保険者が自分自身の体重、腹囲、BMIを認識し、肥満予防ある
いは非肥満に向けて取り組むこと。

全て 男女
40
〜
74

被保険
者 -

「健保投資」冊子や「健康年齢レポー
ト」の配布、健康セミナー、ウォーキ
ング・イベントの実施。
「KENPOS」では、常時ウォーキング
に積極的に取り組めるようランキング
発表・ポイント付与等を実施。

被保険者・被扶養者に健康への関心を
持ってもらうような情報の提供、様々
な保健事業の実施。

一定の対象者のみならず、現状無関心
の被保険者・被扶養者をどうやって取
り込むか。事業主とのコラボヘルスの
推進。

3

2,5 喫煙対策 ①喫煙率の低下。
②肺がん、循環器系疾患等の発症・重症化予防。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 -

機関紙やHP等で啓蒙活動。
オンライン禁煙支援プログラムの実施
。
特定健診の問診票に基づく喫煙率は、
令和４年度で9.9％。

事業主と課題を共有し、事業主から禁
煙対策支援等も得られた。
オンライン禁煙支援プログラムは、全
額健保組合の負担。

ヘビースモカーへの対応。
禁煙サポータ−の起用。 5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 人間ドック 疾病の抑制、重症化予防、早期発見、自己管理意識の向上。 全て 男女
35
〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

・補助対象者： 35歳以上の被保険者 
　本人及び被扶養配偶者。 
・上限８万円までの実費補助。 
【令和4年度】 
本人5,484人、配偶者2,267人、
合計 7,751人（受診率：78.7％）

・令和５年度よりハピルス健診を導入
し人間ドック契約先を大幅に拡充し、
補助申請手続き・健診結果の提出を不
要としした。
・がん早期発見のための「がん健診」
オプションの費用をカバーするため、
令和3年度より補助上限を8万円に増額
。
・事業主とのコラボで、受診勧奨の案
内を実施。

・被扶養配偶者の受診率の向上。
・がん健診の推進 4

3 婦人科健診 乳がん・子宮頸がんの早期発見、発症者数の減少。 全て 女性
0

〜
74

被保険
者,被扶

養者
-

【令和4年度】 
・婦人科健診：2,537人 
　(20歳以上、被保険者・被扶養配偶者
数
　人の38％）

・乳がん・子宮がん検診費用につき、
年齢に関係なく上限各10,000円まで補
助。

特になし。 5

3 予防接種 ①インフルエンザ等の感染予防
②接種率向上による疾病の重症化防止 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 - 【令和４年度】受診件数： 6,410件

・年齢・回数に制限を設けず予防接種
費用の全額を補助。
・令和4年度より申請手続きの電子化。

特になし 5

3 歯科検診 虫歯・歯周病等の早期発見、早期治療、口腔衛生意識の向上。 全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 -

・無料歯科健診の案内。
・歯周病検査の実施
（令和４年度）
　受診者数：2120人、陽性率：19.9％

・歯周病検査は、申込はWebサイトで
行い、キットで自己採取頂いた検体を
郵送するだけで歯周病リスクの程度が
わかる検査を実施。陽性者には歯科受
診を促す。

・定期的に歯科検診をしていない人へ
の対応。 4

体
育
奨
励

5 体育行事 事業所内従業員のコミュニケーション、健康増進のため、事業所単位
の健康活動促進を支援する。 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 -

【令和５年度】
・従来は、事業所が行う運動会、
ﾊｲｷﾝｸﾞ、球技大会、ﾎﾞｳﾘﾝｸﾞ大会等の開
催に係る費用の一部を補助したが、ｺﾛﾅ
禍の中では未実施であったが、本年度
より一部の事業主で実施。

特になし ・事業主とのコラボ推進
・健康維持・増進への意識不足。 1

予
算
措
置
な
し

8 常備薬の斡旋 セルフメディケーション推進のための家庭用常備薬の斡旋。傷病の早
期治療、当組合の薬剤費抑制。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 -

【令和５年度】
申込者数： 58人（7月19人：１月39人
）
（当組合からの補助なし）

・令和５年度より、白石薬品を起用。
・特納品の販売でドラッグストアと同
等又は更に低価格であること。
・申込は、白石薬品が用意したサイト
より行う。

・小売り市場における被保険者等の選
択肢が多様化していることも申込み減
少の要因の一つ。

1

4 重症化予防

生活習慣病の重症化予防（糖尿病、虚血性心疾患、高血圧症他）
受診勧奨レベルの中でさらにハイリスク者、即ち重症化リスク者に対
し、次の施策を講じる。
①医療機関の受診勧奨
重症化リスク者に対し、外部委託の医師・保健師による面談または電
話での服薬状況、医療機関受診の有無を確認し、未受診者には早期に
医療機関の受診を促す。
②生活習慣改善のための保健指導
医療機関に受診しているにも拘らず、検査結果が高リスク者には、生
活習慣改善の重要性を教育、面談・電話等で指導し、医療機関受診状
況のフォローも併せて実施する。

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 -

特定保健指導実施の都度、重症化リス
ク者に対し、医療機関受診勧奨を外部
委託指導員に依頼。同時に未受診者に
対し受診勧奨通知を実施。

保険指導と同時に実施できることによ
り、対象者への負担感を軽減すること
ができる。受診勧奨通知により、対象
者にリスクを認識させ、治療を促す。

・対象者に保険指導を確実に受けさせ
る。
・事業主診療所との連携して、受診勧
奨、その後の受診状況をフォローする
。
・健康セミナー、ウォーキング・イベ
ントなどの保健事業に参加させ、生活
習慣改善による行動変容に繋がるよう
働きかけていく。

3

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

新入社員教育

【目的】
新入社員に対して健康管理の重要性を周知すること
【概要】
・生活習慣病対策
・喫煙リスク
・飲酒による健康被害等
について医師より講義を行う

被保険者 男女
22
〜
65

・新卒の新入社員に対して、新人研修の際に実
施する。
・中途入社の社員に対しては、入社の都度実施
する。

・必須受講であること。
・健康の重要性に関する自覚促進。 - 無

定期健康診断
【目的】
労働安全衛生法に基づき、常時使用する労働者に健康診断を実施す
るもの
【概要】
労働安全衛生規則第44条に基づく定期健康診断の実施

被保険者 男女
22
〜
65
・35歳未満は社内診療所で健康診断を受診
・35歳以上は外部医療機関で人間ドックを受診

・未受診者に対しては複数回のリマインドメー
ルを送信し、受診を促している。 - 有

雇い入れ時の健康
診断

【目的】
常時使用する労働者に対し、雇い入れ時に健康診断を行い、適切な
就業配慮を行う
【概要】
労働安全衛生規則第43条に基づき実施するもの

被保険者 男女
22
〜
65
全新入社員に対して実施 ・受診必須

・人事と診療所の連携体制の構築 - 無

海外赴任時・帰任
時の健康診断

【目的】
6ヶ月以上の海外派遣労働者に対する健康診断の実施と適正な事後措
置を行う
【概要】
労働安全衛生規則第45条の2に基づき実施するもの

被保険者 男女
22
〜
65
法律に沿って、6ヶ月以上の海外派遣労働者全員
に対して実施

・受診必須
・人事と診療所の連携体制の構築 - 無

海外赴任予定者に
対する健康及び安
全衛生教育

【目的】
海外赴任予定者に対して健康管理と感染症対策の重要性を認識させ
る
【概要】
海外での感染症対策等について産業医が講義を行う

被保険者 男女
22
〜
65
年6回程度実施 赴任地における健康な生活の維持 - 無

海外長期出張前後
の健康診断

【目的】
海外長期出張者の健康管理、健康リスクの低減
【概要】
90日以上の長期出張者に対して、出張前もしくは出張後に健康診断
を実施し、健康状態のチェックを行う

被保険者 男女
22
〜
65
90日以上の長期出張者に対して随時実施してい
る。 受診必須 - 無

海外出張者、渡航
者の予防接種

【目的】
海外渡航者の感染予防
【概要】
診療所：A型肝炎、破傷風、B型肝炎のみを希望者に実施

被保険者 男女
22
〜
65
随時実施している。 費用は会社負担（外部医療機関での接種も同様

） - 無

インフルエンザの
予防接種（集団）

【目的】
インフルエンザの予防
【概要】
社内診療所（東京・大阪）にて11月に実施

被保険者 男女
22
〜
65
・インフルエンザ流行前の11月頃に実施。 ・就業時間中に実施

・接種費用はすべて健康保険組合負担 - 有

メンタルヘルスセ
ルフケア研修

【目的】
メンタルヘルスの基礎知識とセルフケアの方法を社員に周知する
【概要】
メンタルヘルスの基礎知識、様々なストレスコーピング、リラクゼ
ーション研修

被保険者 男女
22
〜
65
東京・大阪合わせて年5回開催 新卒の新入社員は受講必須 - 無

管理者向けメンタ
ルヘルス研修（ラ
インケア）

【目的】
管理者としてラインケアを行っていく際に必要となるメンタルヘル
スマネジメントの基本的な知識・スキルを学ばせること
【概要】
メンタルヘルスマネジメントの基礎知識、ストレスサインの読み取
り方、ストレス耐性の高め方、健康な職場づくりのためのコミュニ
ケーションスキルを学ばせる

被保険者 男女
22
〜
65
東京・大阪合わせて年4回開催 部下を持つ管理職は受講必須 - 無

過重労働者への産
業医面談

【目的】
長時間労働をしている社員の健康管理
【概要】
直近1ヶ月及び3ヶ月で労働時間が当社の設定した基準に抵触した社
員に対して、産業医面談の案内を送り、希望者に対して面談を実施

被保険者 男女
22
〜
65
労働時間が基準に抵触した社員からの申し出が
あり次第、随時実施している。

・就業時間中に実施
・面談を希望した社員全員に対して実施
・面談の際には、生活習慣の改善指導等につい
ても産業医より行っている。

- 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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傷病者復帰面談・
勤務措置

【目的】
傷病者がスムーズに職場復帰できるよう支援する
【概要】
傷病により1ヶ月以上の休職をした社員が職場復帰する際、産業医と
面談を行い、治療経過と現在の状況を考慮し、適した勤務時間、勤
務先に復帰する

被保険者 男女
22
〜
65
随時実施している。 休職者の復帰環境を整える。 - 無

禁煙支援
【目的】
喫煙者の禁煙を支援することで健康維持・増進、疾病の予防につな
げる
【概要】
禁煙に関するセミナーの開催、及び禁煙外来

被保険者 男女
22
〜
65
健康セミナー（禁煙関連）、禁煙外来の実施

治療費用の社員自己負担なし。
（保険適用外であっても全額会社負担で実施）
対象が社員のため、連絡が取りやすいという利
点を利用し、随時メールでのフォローや問い合
わせに対応している。
また、禁煙支援については、歯科との共同の取
り組みになっており、歯科からは禁煙達成者に
口腔内クリーニングや禁煙継続支援、卒煙後の
アンケート調査を実施している。

実施している診療所の人員配置の都合上、禁煙
外来受診可能者に制限があること。 有

栄養指導の実施
【目的】
食生活の見直しを行うことで、生活習慣病の改善等を図る
【概要】
診療所医師の指示に従い、該当する社員に対し栄養士2名が栄養面の
教育を行う

被保険者 男女
22
〜
65
毎週月曜日、木曜日、金曜日の随時 ・自己負担なし

・就業時間中に受診が可能 - 無

社内歯科診療所に
おける定期歯科検
診

【目的】
歯の定期的なメンテナンスを行っていない社員に対して、歯の健康
チェックを行うもの
【概要】
社内イントラネットで告知、希望者に対して検診を実施している

被保険者 男女
22
〜
65
年2回実施（東京本社） 就業時間中に実施 - 無

社内歯科診療所に
おける海外赴任前
歯科検診

【目的】
海外赴任前の歯の健康チェック
【概要】
海外赴任予定者に対して歯科検診を実施し、治療が必要な場合は出
国前に治療を行う

被保険者 男女
22
〜
65
海外赴任予定者に対して随時実施している。 ・就業時間中に実施

・受診必須 - 無

社内カウンセリン
グセンターにおけ
るカウンセリング
の実施

【目的】
メンタルヘルスの一次予防
【概要】
希望者に対して、カウンセラーによるカウンセリングを実施する

被保険者 男女
22
〜
65
随時実施している。

・就業時間中にカウンセリングを受けることが
可能。
・カウンセリング受診状況等の個人情報につい
ては、会社に伝わらず守秘義務は遵守されてい
る。

- 無

社内イントラネッ
ト上における健康
関連トピックス記
事の掲載

【目的】
疾病予防・社員への健康教育、健康に関する意識の向上
【概要】
医師が原稿を執筆し、社内イントラネットに掲載する

被保険者 男女
22
〜
65

・記事の掲載は不定期・
・過去の掲載トピックスは以下のとおり
①内科関連（インフルエンザ、風邪、アルコー
ル、喫煙、メタボリックシンドローム、乳がん
、子宮頸がん等）
②歯科関連（歯の健康について等）

社員の健康に関する意識、知識の向上 - 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 加入者特性（2022年度　属性・年代別加入者構成割合） 加入者構成の分析 男性被保険者は生活習慣病合併症や悪性腫瘍のリスクが高まる50 代が最も

多く、医療費押し上げの要因となっていることが考えられる。被扶養者は
大腸がんのリスクが増加し始め、乳がんのリスクが高い50 歳代以上の女性
が多い。
他組合と比べ50 代～60 代前半の加入者構成割合が高く、生活習慣病の重症
化予防に向けた取り組みの推進が必要である。

イ 特定健診分析 特定健診分析 健診受診率は過去5 年大きな動きがないが、被扶養者の受診率上昇に向け
た対策の強化が必要。特に特に40 代の健診受診率が低く、生活習慣病を発
症しやすくなる世代の健康把握ができていない。
3年間で1～2 回受診している浮動層は23％、3 年連続未受診群は20％存在
。未受診者の中には、生活習慣病等で普段から病院に通院して血液検査を
している者も含まれている可能性があり、その方個別の状況にあわせた介
入が求められる。

ウ 特定保健指導分析 特定保健指導分析 対象者割合は5 年間で減少しているが、服薬者割合が増加傾向。
特定保健指導対象者の内、リピーター対象者の割合が高い。
毎年一定数存在する「流入」群における新40歳については対策を講じるこ
とが必要。
対象者の中には服薬中の者が含まれ(問診回答が不適切)、保健指導と治療が
混在しているケースが一定数見受けられる。
既に要治療域であり、医療機関の受診をすべき人は対象者全体の17％を占
め、受診勧奨を強化する必要がある。

エ 後発医薬品分析 後発医薬品分析 ジェネリック数量比率は目標の80％に達していない。
ジェネリック数量比率において、レセプト種別では医科入院外の数量比率
が低い。
年代別では被保険者で50 代、被扶養者で60 代の削減期待額が最も高い。（
現状で先発品の薬剤費シェア率が高い）

オ 医療費分析 医療費・患者数分析 昨年度から医療費は微増。年代別にみると40 歳未満と50 代で医療費の増加
傾向がみられる。
男性被保険者では50 代後半～60 代、女性被保険者では20 代後半～40 代前
半、50 代前半の医療費構成割合が高い。
総医療費は、各レンジ別の人数を見ると10～50 万円未満の層が大幅に増加
している。500万円以上の患者数は減少しているのに対して医療費は増加し
ており、一人当たりの医療費がより高額化している可能性が高い。
肝疾患、腎不全の医療費が増加している。患者数では、肝疾患と腎不全に
加えて、脂質異常症も増加。
被保険者被扶養者それぞれ、循環器系の疾患と新生物＜腫瘍＞の割合が最
も高い。対策として、被保険者は特に生活習慣の改善と合併症等の重症化
予防、被扶養者は新生物＜腫瘍＞の早期発見が検討できる。
抗腫瘍薬が毎年上位を占めている。
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カ 疾病分析（ICD10 大分類別 医療費構成割合） 医療費・患者数分析 3年連続新生物＜腫瘍＞の医療費構成割合が高い。
循環器系と内分泌、栄養及び代謝疾患の割合も毎年高く、生活習慣病関連
の医療費も高いことがうかがえる。
新生物＜腫瘍＞は患者当たり医療費も年々増加傾向にあり、早期発見早期
治療につなげるための対策強化が必要。

キ 健診・問診分析サマリ 健康リスク分析 健康状況は血糖のリスク者割合が他組合を上回り、改善に向けた対策の強
化が必要。
生活習慣は飲酒のスコアが最も悪く、対策の検討が必要。

ク 健診分析 健康リスク分析 (血糖）男女被保険者、被扶養者すべてにおいて他組合に比べリスク者が多
い。被保険者では予備群の割合が高く、被扶養者では予備群も重症化群も
他組合平均より高い。
(肥満）女性は他組合に比べてやせの割合が高い一方、被扶養者は他組合に
比べ肥満の割合が高い。
(メタボリックシンドローム判定）被扶養者の基準値該当割合が他組合と比
べ高い。

ケ 問診分析 健康リスク分析 全体の喫煙率は他組合と比較して低い。
健保全体として他組合に比べ早食いの傾向が強い。血糖値のリスクにもつ
ながるため対策を検討する必要。
男性被保険者では多量飲酒群の割合が他組合と比較して高い。特に50 代～
60 代は多量飲酒群の割合が2020％以上となっている。

コ 生活習慣病　リスク分布 その他 生活習慣病群及び重症化群の割合が増加している。
患者予備群と治療放置群は年々減少しているが不健康群が増えており、引
き続き受診勧奨の対策、生活習慣病の治療に繋がった人達への重症化予防
の対策が必要。
受診勧奨域にもかかわらず2 年連続治療放置者が多く、医療機関未受診に
よる重症化が疑われる者が存在する。

サ 禁煙対策 その他 全体の喫煙率は他組合と比較して低い。
男性被保険者の年代別にみると40 代は喫煙率が高まっている傾向がある。
禁煙外来受診者の内、喫煙を継続している者がいる。

シ 歯科対策 その他 ・歯科の医療費は直近3年間はほぼ横ばい。
・加入者全体で約4割が一年間一度も歯科受診なし。その内3年連続未受診
者は半分以上と非常に多い。
・歯科受診は年齢別では20代が最も受診率が低く、また被保険者は被扶養
者と比べ受診率が低い
・う蝕又は歯周病にて治療中の者の内、一定数が重度疾患にて受診。重症
化を防ぐための定期（早期）受診を促す必要がある
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ス がん対策 その他 その他のがんを除き、肺がん、乳がんの順で医療費は多い。
大半は50 代以降からがんの患者数が増加傾向にあるが、40 歳未満において
も一定数の患者が存在している。
便潜血検査・陽性者における医療機関受診者の内、4.8％が悪性腫瘍として
診断。

セ メンタル疾患対策 その他 経年で受療率が増加傾向。特に被保険者においてはプレゼンティーイズム
や傷病手当金の観点からも事業主との情報連携が必要であることと、セル
フケアの理解を深めるための働きかけが必要。

ソ ポリファーマシー対策 その他 ・他組合と60代前半の加入者構成割合が高く、優先的な適正受診の推進が
必要である
・薬剤処方において有害事象の発生リスクが高まる「6剤」以上の併用が見
られる加入者が多く存在する
・頻回およびはしご（重複）受診が認められる加入者が、特に50歳以上に
多く存在する
・前期高齢者は2020年度対2022年度において、年間の医療費は増加してい
るが、加入者数は減っている。加入者あたり、患者当たり医療費は増加し
ていることから一人当たりの医療費が高額化している可能性が高い。納付
金対策として前期高齢者になる前からのケア及び、前期高齢者向けの対策
が必要

タ 事業主と産業医・保健師との連携 その他 -

チ 女性特有疾患対策 その他 月経関連疾患の医療費が増加傾向。
30代の受療率が他組合と比較して高い。

ツ 小児疾患対策 その他 総医療費に占める時間外診療の割合は低いが、医療費としては高額である
。
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テ 予防接種関連疾患分析 その他 インフルエンザの患者数は新型コロナウィルスの影響で激減していたが、
直近年度では過去年度ほどではないが大幅に増加。予防接種等による、発
症および重症化予防に向けた取り組みの継続が必要。

ト 重症化予防（治療放置者対策） 特定保健指導分析 患者予備群と治療放置群は年々減少しているが、不健康群が増えている状
況にあるため。引き続き受診勧奨の対策は必要。
生活習慣病の治療に繋がった人達への重症化予防の対策が必要。
受診勧奨域にもかかわらず2 年連続治療放置者が多く存在する。
医療機関未受診による重症化が疑われる者が存在する。

ナ 慢性腎臓病重症化予防 特定保健指導分析 高リスクで腎疾患での未受診者が一定数存在。未受診者対策として、主にG
3b 以下、尿蛋白＋以上を対象に専門医への受診を促す事業が必要。

ニ 糖尿病性腎症重症化予防 特定保健指導分析 ・特に腎症のアンコントロール者の内、まだ打ち手が可能と思われる糖尿
病のみの群および、腎機能低下疑いの群については個別の介入が必要
・腎症病期に該当する人数は年々増加傾向。人工透析導入の防止に向け、
病期進行の食い止めに向けた対策の強化が必要

ヌ 喫煙対策（禁煙支援） その他 全体の喫煙率は他組合と比較して低い。男性被保険者の年代別にみると40 
代は喫煙率が高まっている傾向がある。
禁煙外来受診者の内、喫煙を継続している者がいる

ネ 肥満者対策 健康リスク分析 ・肥満者の割合は他組合よりも低いが、被保険者全体では41.4％が該当し
ている。
　男性被保険者：過去から徐々に割合は減少しているが、48.9％が肥満該
当者のため引き続き改善に向けた対策が必要
　女性被保険者：他組合に比べて肥満の割合は低いが、やせの割合が高く
、やせにより高まるリスクもあるため標準の割合を高めるた　
　　　　　　　　めの対策が必要である。

ノ 若年層対策 特定保健指導分析 若年者（35～39歳）において保健指導域該当が約20％存在する。将来の特
定保健指導対象者となる40歳未満の若年者向けの対策強化が必要

14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



78



79



80



81



82



83



84



85



86



87



88



89



90



91



92



93



94



95



96



97



98



99



100



101



102



103



104



105



106



107



108



109



110



111



112



113



114



115



116



117



118



119



120



121



122



123



124



125



126



127



128



129



130



131



132



133



134



135



136



137



138



139



140



141



142



143



144



145



146



147



148



149



150



151



152



153



154



155



156



157



158



159



160



161



162



163



164



165



166



167



168



169



170



171



172



173



174



175



176



177



© JMDC Inc. 33

※年度：2022年度
※対象：被保険者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合 62.2%

喫煙

119

運動 食事 飲酒 睡眠

138 105 95 119

3,458 1,799 2,874 3,361 2,936

523 2,180 1,092 616 1,026

86.9% 45.2% 72.5% 84.5% 74.1%

72.8% 32.8% 68.7% 89.2%

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈被保険者全体〉

健康状況は血糖のリスク者割合が他組合を上回り、改善に向けた対策の強化が必要。
生活習慣は飲酒のスコアが最も悪く、対策の検討が必要。

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

106

血圧 肝機能 脂質 血糖

144 108 121 82

2,332 2,946 2,701 3,256 2,285

1,649 1,035 1,280 725 1,696

41.4% 26.0% 32.2% 18.2% 42.6%

43.7% 37.5% 34.8% 22.1% 35.0%

0

50

100

150

肥満

(106)

血圧

(144)

肝機能

(108)

脂質

(121)

血糖

(82)

他組合 自健保

0

50

100

150

喫煙

(119)

運動

(138)

食事

(105)

飲酒

(95)

睡眠

(119)

他組合 自健保
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※年度：2022年度
※対象：男性被保険者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈男性被保険者〉

健康状況は血糖のリスク者割合が他組合を上回り、改善に向けた対策の強化が必要。
生活習慣は飲酒のスコアが最も悪く、対策の検討が必要。

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

105

血圧 肝機能 脂質 血糖

141 113 122 82

1,564 2,155 1,910 2,381 1,571

1,496 905 1,150 679 1,489

48.9% 29.6% 37.6% 22.2% 48.7%

51.4% 41.7% 42.3% 27.1% 39.9% 64.7%

喫煙

124

運動 食事 飲酒 睡眠

144 107 94 119

2,570 1,511 2,221 2,482 2,352

490 1,548 827 575 695

84.0% 49.4% 72.9% 81.2% 77.2%

67.7% 34.4% 68.0% 86.6%
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※年度：2022年度
※対象：女性被保険者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈女性被保険者〉

健康状況は血糖のリスク者割合が他組合を上回り、改善に向けた対策の強化が必要。
生活習慣は他組合と同程度のスコアとなっている。

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

143

血圧 肝機能 脂質 血糖

188 109 182 99

768 791 791 875 714

153 130 130 46 207

16.6% 14.1% 14.1% 5.0% 22.5%

23.7% 26.6% 15.3% 9.1% 22.3% 55.8%

喫煙

112

運動 食事 飲酒 睡眠

108 101 100 114

888 288 653 879 584

33 632 265 41 331

96.4% 31.3% 71.1% 95.5% 63.8%

85.9% 28.9% 70.4% 95.9%
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※年度：2022年度
※対象：被扶養者
※年齢：2022年度末40歳以上

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

非リスク者割合

他組合 非リスク者割合 70.5%

喫煙

103

運動 食事 飲酒 睡眠

154 103 96 113

3,224 1,922 2,848 3,109 2,654

122 1,414 462 228 666

96.4% 57.6% 86.0% 93.2% 79.9%

93.5% 37.5% 83.3% 96.7%

自健保

スコア

非リスク者数

リスク者数

リスク者割合

他組合 リスク者割合

健診・問診分析サマリ〈被扶養者全体〉

健康状況は肥満と血糖のリスク者割合が他組合を上回り、改善に向けた対策の強化が必要。
生活習慣は飲酒のスコアが最も悪く、対策の検討が必要。

健康状況 生活習慣

（ ）内はスコア※グラフが外側に広がるほど良好

肥満

95

血圧 肝機能 脂質 血糖

105 103 104 64

2,524 2,361 2,793 2,999 1,997

821 982 551 346 1,348

24.5% 29.4% 16.5% 10.3% 40.3%

23.4% 31.0% 16.9% 10.7% 25.7%
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サマリ定義

リスク者割合=

スコア=
自健保のリスク者割合

他健保のリスク者割合

当該検査項目実施者数

リスク者の判定基準※1該当者人数

×100

※1 リスク者の判定基準（保健指導判定基準）

■肥満（内臓脂肪型肥満のリスク者）
BMI25以上、または腹囲85cm(男性)・90cm(女性)以上

■血圧（高血圧のリスク者）
収縮期130mmHg以上、または拡張期85mmHg以上

■肝機能（肝機能異常症のリスク者）
AST 31U/L以上、またはALT 31U/L以上、またはγ-GT 51U/L以上

■脂質（脂質異常症のリスク者）
中性脂肪150mg/dl以上、またはHDLコレステロール40mg/dl未満

■血糖（糖尿病のリスク者）
空腹時血糖値100mg/dl以上、またはHbA1c 5.6%以上
(空腹時血糖及びHbA1cの両方を測定している場合は、空腹時血糖値を優先)

※2 非リスク者の判定基準

■喫煙：問診「現在、たばこを習慣的に吸っている」に「いいえ」と回答した者

■運動：運動習慣に関する3つの問診項目
※3

のうち2つ以上が適切

■食事：食事習慣に関する4つの問診項目
※4

のうち3つ以上が適切

■飲酒：「多量飲酒群」（以下①または②）に該当しない者
①飲酒頻度が「毎日」で1日あたり飲酒量が2合以上の者
②飲酒頻度が「時々」で1日あたり飲酒量が3合以上の者
*ただし飲酒頻度と飲酒量のいずれかのみに回答した者のうち、
  飲酒頻度で「ほとんど飲まない（飲めない）」と回答した者、及び
  飲酒量で「1合未満」「1～2合未満」と回答した者は非リスク者とする

■睡眠：問診「睡眠で休養が十分とれている」に「はい」と回答した者

※3 運動習慣に関する問診項目の「適切」の該当基準
①「１回30分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、１年以上実施」に「はい」と回答
②「日常生活において歩行または同等の身体活動を１日１時間以上実施」に「はい」と回答
③「ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い」に「はい」と回答

※4 食事習慣に関する問診項目の「適切」の該当基準
①「人と比較して食べる速度が速い」に「ふつう」または「遅い」と回答
②「就寝前の２時間以内に夕食をとることが週に３回以上ある」に「いいえ」と回答
③「朝昼夕の 3 食以外に間食や甘い飲み物を摂取している」に

「時々」または「ほとんど摂取しない」と回答
④「朝食を抜くことが週に３回以上ある」に「いいえ」と回答

【健康状況】 【生活習慣】

非リスク者割合=
非リスク者の判定基準※2該当者人数

当該問診項目回答者数

スコア=
自健保の非リスク者割合

×100
他健保の非リスク者割合

※血糖・食事・飲酒の定義については、厚生労働省の健康スコアリングレポートと異なる
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健診分析〈肥満〉

女性は他組合に比べてやせの割合が高く、やせにより高まるリスクもあるため早めの対策が必要である。被
扶養者は他組合に比べ肥満の割合が高い。
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45.9%
44.1%
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肥満

2020年度 2021年度 2022年度 他組合2022年度

男
性
被
保
険
者

女
性
被
保
険
者

構成比率 年齢階層別肥満率

23.7%

63.4%

12.8%

70.7%
(961)

15.1%
(205)

13.6%
(197)

71.6%
(1,036)

16.6%
(153)
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(610)
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14.9%
(131)

68.4%
(600)

16.6%
(146)

16.1%
(134)

68.1%
(565)

15.8%
(131)

14.7%
(213)

1,360 1,446 830 877 921
14.3%
(194)

年齢階層（歳）

BMI 腹囲

やせ <18.5 男性：<85
女性：<90標準 18.5≦ and <25

肥満 25≦ 男性：85≦ 女性：90≦

※年齢：各年度末40歳以上

（ ）内は人数
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(2,079)
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(821)
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他組合
2022年度

65.0%
(2,997)

22.5%
(1,039)

2018年度

12.7%
(551)

64.2%
(2,790)

23.1%
(1,003)

2019年度

12.6%
(410)

62.7%
(2,045)

24.7%
(807)

2020年度

13.5%
(475)

4,611 4,344 3,262 3,512 3,345

2022年度
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
・被扶養者について受診率上昇に向けた対策の強化が必要。特に40代の受診
率が低く、生活習慣病を発症しやすくなる世代の健康把握ができていない。
直近3年連続健診未受診者が多く存在する。直近年度健診未受診者の中には
普段から医療機関に受診している者も多く存在しているため、個別の状況に
合わせた介入が必要。

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨 

2
・対象者割合は5年間で減少しているが、服薬者割合が増加傾向にある。
・対象者の内、リピーター対象者の割合が高い。
・本来対象であるが、問診回答で服薬中で対象外の扱いとなっている者が一
定数いる。
・若年者（35〜39歳）において保健指導域該当が約20％存在する。

 ・会社と共同で特定保健指導や生活改善の重要性・必要性の認知度を高
める。
・保健指導参加機会の提供・周知
・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う



3 ・ジェネリック数量比率が80％に達していない。
・年代別では被保険者で50代、被扶養者で60代の削減期待額が最も高い。  ・全加入員への継続的な啓蒙活動の実施

・後発医薬品への切替余地があるターゲットへ重点的に切替を促す 

4

・50代〜60代前半の加入者構成割合が高く、生活習慣病の重症化予防に向
けた取り組みの推進が必要である。
・医療費の構成割合において3年連続新生物＜腫瘍＞の医療費構成割合が高
い。循環器系と内分泌、栄養及び代謝疾患の割合も毎年高く、生活習慣病関
連の医療費も高い。
・全体の4割弱が毎年生活習慣病群と重症化群を占める。
・患者予備群と治療放置群は年々減少しているが、不健康群が増えている状
況もあるため、受診勧奨の対策は必要。
また、生活習慣病の治療に繋がった人達への重症化予防の対策が必要。
・生活習慣病受診勧奨域にもかかわらず2年連続治療放置者が多く存在する
。
・肝疾患、腎不全の医療費が増加、人工透析導入により一人当たり医療費が
最も高額となる腎不全の患者が明確に増加している。

 ・生活習慣病ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるよ
うに受診を促し、疾病の重症化を防ぐ
・対象者本人に状況を確認のうえ、本人の判断によって放置している場
合は受診を促し、重症化を予防する



5
・CKDステージマップ上、ハイリスクにもかかわらず腎症の治療実績のない
加入者が一定数存在する。  ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受

診を促し、疾病の重症化を防ぐ。
主にG3b以下、尿蛋白＋以上を対象に専門医への受診を促す。



6
・特に腎症のアンコントロール者の内、まだ打ち手が可能と思われる糖尿病
のみの群および、腎機能低下疑いの群については個別の介入が必要
・腎症病期に該当する人数は年々増加傾向。人工透析導入の防止に向け、病
期進行の食い止めに向けた対策の強化が必要

 ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受
診を促し、疾病の重症化を防ぐ 
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7

・歯科の医療費は直近3年間はほぼ横ばいとなっているが、20代・30代の若
い世代で医療費は下がっている。
・加入者全体で約4割が一年間一度も歯科受診なし。その内3年連続未受診者
は半分以上と非常に多い。
・歯科受診は年齢別では20代が最も受診率が低く、また被保険者は被扶養者
と比べ受診率が低い。
・う蝕又は歯周病にて治療中の者の内、一定数が重度疾患にて受診。重症化
を防ぐための定期（早期）受診を促す必要がある。

 ・歯科に関するアンケートや独自の問診を行い、リスク状態の把握およ
び自覚を促す
・有所見者に対し歯科受診勧奨を行う



8

・その他のがんを除き、肺がん、乳がんの順で医療費は多い。これらの結果
からも早期発見、早期治療による対策の重要性を今一度認識し、適切な事業
を展開する必要がある
・大半は50代以降からがんの患者数が増加傾向にあるが、50歳未満におい
ても一定数の患者が存在しており、これらの実態を踏まえ適切な受診補助対
象年齢設定などに活用したい
・便潜血陽性者における医療機関受診者の内、4.8％が悪性腫瘍として診断
。要精密検査となった対象者への受診勧奨が必要。

 ・がん検診での要精密検査者に対する受診勧奨を行い、早期受診に繋げ
る

9
・60代前半の加入者構成割合が高く、優先的な適正受診の推進が必要。
・薬剤処方において有害事象の発生リスクが高まる「6剤」以上の併用が見
られる加入者が多く存在する。
・頻回およびはしご（重複）受診が認められる加入者が、特に50歳以上に多
く存在する。

 ・有害事象が疑われる加入者に対し、服薬の適正化を図るための介入を
行う

10

・被保険者においては男性に比べ、女性の睡眠状況の良好者割合が低く、改
善に向けた対策の強化が必要
・経年でメンタル疾患受療率が増加傾向。特に被保険者においてはプレゼン
ティーイズムや傷病手当金の観点からも事業主との情報連携が必要であるこ
とと、セルフケアの理解を深めるための働きかけが必要
・2022年度被保険者において、若い世代で受療率が高い。被保険者におい
てはプレゼンティーイズムや傷病手当金の観点からも事業主との情報連携が
必要であることと、セルフケアの理解を深めるための働きかけが必要

 ・実態および課題を事業主と共有し、解決策の検討材料とする
・健康相談窓口を設置し、重症化を防ぐ

11 ・インフルエンザの患者数は新型コロナウィルスの影響で激減していたが、
直近年度では過去年度ほどではないが大幅に増加。  予防接種等による、発症および重症化予防に向けた取り組みを継続実施

。

12

・事業所により健康課題が異なるため、個別の情報共有及び対応が必要とな
っている
（プレゼンティーイズム）体質的な要因や作業環境及び職場環境に要因とな
りえる疾患など、必要に応じて事業主と情報を共有し、対策を講じる必要が
ある
（アブセンティーイズム）新型コロナウィルス感染症を除き受療率自体は低
いが、罹患すると日常生活にや業務にも大きな影響を及ぼすため、健診/検
診やリスク者への対策の徹底が望まれる
・不妊治療は、保険適用の拡大に伴い2022年度は医療費が大幅に増加。以
後注視が必要

 ・事業所別に健康レポートを作成し、全体の意識を高める
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13
・月経関連疾患の医療費が増加傾向。年代ごとに多くの患者が存在し、プレ
ゼンティーイズムにも影響するため十分な対策が必要
・不妊治療は、保険適用の拡大に伴い2022年度は医療費が大幅に増加。以
後注視が必要

 ・事業主への情報共有による理解度の浸透および優先度の向上
・HPVワクチン接種補助の実施（検討）
・eラーニング等によるリテラシー向上（男性含む）

14 ・総医療費に占める小児の時間外診療の割合は低いが、医療費としては高額
である  ・相談窓口を設置し、夜間休日の受診を適正化する

15

・健診分析において、他組合に比べ、血糖のリスク者割合が高く、早食いの
傾向が強い。
・問診分析において、飲酒のスコアが最も悪く、特に50代〜60代は多量飲
酒群の割合が20％以上となっている。
・男性被保険者において生活習慣改善意欲は「取組済み」の割合が高い一方
で「意思なし」の割合も微増しつつある。

 ・腎症ハイリスクかつ未通院者に対して、早期に治療を受けるように受
診を促し、疾病の重症化を防ぐ。
・ICTを活用した健康イベント等を展開し、運動習慣や改善意思を高め
る。

16
・全体の喫煙率は他組合と比較して低い。男性被保険者の年代別にみると40
代は喫煙率が高まっている傾向がある。
・禁煙外来受診者の内、喫煙を継続している者がいる

 ・喫煙習慣のある人への禁煙促進

17

・肥満者の割合は他組合よりも低いが、被保険者全体では41.4％が該当して
いる。
・男性被保険者：過去から徐々に割合は減少しているが、48.9％が肥満該当
者のため引き続き改善に向けた対策が必要
・女性被保険者：他組合に比べて肥満の割合は低いが、やせの割合が高く、
やせにより高まるリスクもあるため標準の割合を高めるための対策が必要で
ある。

 ・肥満者数を減少させることで、将来的な生活習慣病リスクおよび特定
保健指導対象者数を減少させる

18
・被保険者では、一部従業員が所定の健康診断実施日に受診できない場合が
ある
・被保険者ではグループ外出向者の健診結果提出が少なく課題である

 ・健診受診機会の周知および機会拡大
・健診未受診者への受診勧奨 

19 ・若年者（35〜39歳）において保健指導域該当が約20％存在する。将来の
特定保健指導対象者となる40歳未満の若年者向けの対策強化が必要  ・会社と協働で生活改善の重要性・必要性の認知度を高める

・若年者や予備群に対し、将来的なリスクを低減させる取り組みを行う 

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
当組合は中規模の健保組合（被保険者数8,500人、加入者数1万５千人）であるが、各事業主
の拠点（本社・支社・支店・営業所）が東京を中心に全国にあり、加入者も特例退職者を含
め全国に点在している。

 ・加入者が東京中心とはいえ、全国に点在しており、個々の加入者に直接的に働きかけ
るは非効率なため、事業主との協働（コラボヘルス）が重要である。また、ICTを活用し
た案内や申込、申請手続きの電子化を進める。

2
男性被保険者は生活習慣病合併症や悪性腫瘍のリスクが高まる50 代が最も多く、医療費押し
上げの要因となっていることが考えられる。被扶養者は大腸がんのリスクが増加し始め、乳
がんのリスクが高い50 歳代以上の女性が多い。

 生活習慣病の重症化予防に向けた取り組みの推進が重要である。

3 ・当組合には2,500人の特例退職被保険者等（被扶養者を含む）がいるため、医療費構成割合
も65歳以上が著しく高い。  65歳以上の被保険者に対する医療費抑制施策が必要であり、当該被保険者１人当たり医

療費を抑えることが重要である。

チ

ツ

キ，ク，ケ

ヌ

ネ

イ

ウ，ノ
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保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
特定保健指導の事業は、Web面談の導入やプログラムの多様化、事業主の支援等により、実
施率は平成30年度9.0％から令和2年度46.4％に大幅アップしたが、令和3年度以降、44.9％ 
→ 43.5％と停滞している。

 若年層の保健指導や受診勧奨の徹底により対象者数を削減させる。
効果検証の上、適宜、効果的なプログラムへの入替えを進める。
事業主と連携して、対象者に本事業の重要性をプログラムへの参加を促す。

2 健診結果及びレセプトデータに基づき、リスク応じた受診勧奨、保健指導の事業を取り進め
ている。  受診勧奨後や保健指導後の実施状況のフォロー、事業の効果検証をしていくこと。

リスク応じた受診勧奨、保健指導の事業の拡充。

3
健診結果データに基づく重症化予防の事業は、35歳以上の被保険者・被扶養配偶者が中心。  若年層の健診結果データの収集について2023年度より開始した。若年層を対象とした、

重症化予防の保健事業に取り組む。
被扶養配偶者は、特定健診実施率が令和4年度65.5％と低く、これを引き上げていくこと
が課題。

4
健保組合が取り組む保健事業について、認知度が低い。
情報発信が、ホームページ、事業主イントラと限定的である。  事業主とより連携して、加入者への啓発活動を進めていく。

健康マイレージ制度をベースに、多くの加入者が参加できるプログラム（セミナー、ウ
ォーキング・イベント等）の実施や機関誌の発行。
効果的な情報発信方法の検討。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　各事業主と健康課題を共有
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康マイレージ制度
　保健指導宣伝 　機関誌の発行
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　育児関連冊子「赤ちゃんと!」配布
　保健指導宣伝 　ホームページの運営
　保健指導宣伝 　ジェネリック対策
　保健指導宣伝 　健康オンラインセミナー
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　肥満者対策
　保健指導宣伝 　こころとからだの健康相談（みんなの家庭の医学）
　疾病予防 　若年層対策
　疾病予防 　生活習慣病重症化予防（治療放置者への通院勧奨）
　疾病予防 　慢性腎臓病重症化予防（治療放置者への通院勧奨）
　疾病予防 　糖尿病性腎症重症化予防
　疾病予防 　喫煙者対策
　疾病予防 　歯科対策
　疾病予防 　大腸がん対策
　疾病予防 　乳がん・子宮がん対策
　疾病予防 　適正受診・適正服薬の取組
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種費用補助
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
１．加入者の健康リテラシーを向上させ、個人の健康状況・健康課題の理解度を高めること。
２．健康リスクに応じた重症化予防
３．ジェネリック医薬品の利用促進

事業全体の目標
１.健康マイレージ制度の基盤システムであるKENPOSの登録率を70％にする。
２.①特定健診の実施率を90％にする。
　 ②特定保健指導の実施率を60％にする。
　 ③受診勧奨対象者における治療放置者（医療機関未受診者）の減少化に努める。
３.ジェネリック医薬品の利用率を80％以上にする。
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職場環境の整備
610 610 610 610 610 610

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

各事業主と健
康課題を共有 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ エ,ケ,ス

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

ア

各事業主の抱える健康課
題を理解してもらい、事
業主による従業員への生
活習慣改善等の注意喚起
に向け、必要と思われる
情報の提供、対策等につ
き協力する。

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

特定健診結果・レセプト
分析に基づく各事業主の
疾病別医療費等、各事業
主における健康状況、健
康課題を掲載した「健康
レポート」等を提供する
。
各事業主との定期情報連
絡会を実施する。

①各事業主に事業主別医療費、検査項目別
健診結果等を毎年情報提供し、各事業主に
おける健康状況・健康課題に対する理解度
を100%にする。
②事業主による従業員への生活習慣改善等
の注意喚起に向け、必要と思われる情報の
提供、対策等につき協力する。
③主要２事業主が健康経営「ホワイト５０
０」を取得すること。

・事業所により健康課題が異なる
ため、個別の情報共有及び対応が
必要となっている
（プレゼンティーイズム）体質的
な要因や作業環境及び職場環境に
要因となりえる疾患など、必要に
応じて事業主と情報を共有し、対
策を講じる必要がある
（アブセンティーイズム）新型コ
ロナウィルス感染症を除き受療率
自体は低いが、罹患すると日常生
活にや業務にも大きな影響を及ぼ
すため、健診/検診やリスク者への
対策の徹底が望まれる
・不妊治療は、保険適用の拡大に
伴い2022年度は医療費が大幅に増
加。以後注視が必要

情報提供実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度
：100％)各事業主への健康状況・健康課題に関する情報提供を実施。

健康状況理解度(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)各事業主における健康状況に対する理解
度を100%にする。(各事業主との定期情報連絡会を活用する）

加入者への意識づけ
100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

保
健
指
導
宣
伝

2,5,7 既
存

健康マイレー
ジ制度 全て 男女

18
〜
65

被保険
者 １ ア,エ,ケ

①本制度の参加は、健康
ポータルサイトおよびPH
Rアプリにユーザー登録す
る。
②定期健診の受診、健診
結果、保健指導プログラ
ムやセミナーの参加、ウ
ォーキング、ジェネリッ
ク医薬品の利用、その他
、健康増進を目的とする
取組みの参加に対し、イ
ンセンティブポイント（
健康マイレージポイント
）を付与する。
③ウォーキングによる健
康増進を促すため、PHR
アプリ利用による歩数登
録を促し、歩数登録者数
を計測する。

ア,シ

参加率（会員登録率）、
歩数登録者率を上げるた
め、機関誌・HP・事業主
イントラでPRする。
インセンティブポイント
（健康マイレージポイン
ト）付与は、委託先業者
の個別システムで対応。

①健康マイレージ制度で
定める加入者の健康管理
、健康増進の取組みに対
し、KENPOS上でインセ
ンティブポイントを付与
する。
②ポイント付与に関する
案内を適宜、HP・事業主
イントラ、機関誌を通じ
て案内する。
③ポイント付与の対象は
、定期健診とその結果、
保健指導プログラム・ウ
ォーキング・セミナーへ
の参加、ジェネリック医
薬品の利用。

①健康マイレージ制度で
定める加入者の健康管理
、健康増進の取組みに対
し、健康ポータルサイト
およびPHRアプリ上でイ
ンセンティブポイントを
付与する。
②ポイント付与に関する
案内を適宜、HP・事業主
イントラ、機関誌を通じ
て案内する。
③ポイント付与の対象は
、定期健診とその結果、
保健指導プログラム・ウ
ォーキング・セミナーへ
の参加、ジェネリック医
薬品の利用。

①健康マイレージ制度で
定める加入者の健康管理
、健康増進の取組みに対
し、健康ポータルサイト
およびPHRアプリ上でイ
ンセンティブポイントを
付与する。
②ポイント付与に関する
案内を適宜、HP・事業主
イントラ、機関誌を通じ
て案内する。
③ポイント付与の対象は
、定期健診とその結果、
保健指導プログラム・ウ
ォーキング・セミナーへ
の参加、ジェネリック医
薬品の利用。

①健康マイレージ制度で
定める加入者の健康管理
、健康増進の取組みに対
し、健康ポータルサイト
およびPHRアプリ上でイ
ンセンティブポイントを
付与する。
②ポイント付与に関する
案内を適宜、HP・事業主
イントラ、機関誌を通じ
て案内する。
③ポイント付与の対象は
、定期健診とその結果、
保健指導プログラム・ウ
ォーキング・セミナーへ
の参加、ジェネリック医
薬品の利用。

①健康マイレージ制度で
定める加入者の健康管理
、健康増進の取組みに対
し、健康ポータルサイト
およびPHRアプリ上でイ
ンセンティブポイントを
付与する。
②ポイント付与に関する
案内を適宜、HP・事業主
イントラ、機関誌を通じ
て案内する。
③ポイント付与の対象は
、定期健診とその結果、
保健指導プログラム・ウ
ォーキング・セミナーへ
の参加、ジェネリック医
薬品の利用。

①健康マイレージ制度で
定める加入者の健康管理
、健康増進の取組みに対
し、健康ポータルサイト
およびPHRアプリ上でイ
ンセンティブポイントを
付与する。
②ポイント付与に関する
案内を適宜、HP・事業主
イントラ、機関誌を通じ
て案内する。
③ポイント付与の対象は
、定期健診とその結果、
保健指導プログラム・ウ
ォーキング・セミナーへ
の参加、ジェネリック医
薬品の利用。

被保険者の健康意識醸成、健康増進、生活
習慣病予防、後発医薬品使用促進。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

会員登録率(【実績値】62％　【目標値】令和6年度：63％　令和7年度：64％　令和8年度：65％　令和9年度：66％　令和10年度：68％　令和11年度：70％)全被
保険者に対する、健康ポータルサイト・PHRアプリの会員登録者数の比率

歩数登録率(【実績値】26％　【目標値】令和6年度：28％　令和7年度：30％　令和8年度：32％　令和9年度：35％　令和10年度：38％　令和11年度：40％)全被保険者数に対する、歩数登録アプリの利用者数の
比率

7,180 7,180 7,180 7,180 7,180 7,180

2,5 既
存 機関誌の発行 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

シ

①タイムリーな健康情報
の発信、法改正の都度、
内容を更新。
②一般被保険者にはWeb
で提供、特例退職者・任
意継続者にはハード(紙）
で直接自宅に送付。

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

機関誌「健保だより」を
年３回発行し、健康増進
・疾病予防関連冊子を年
１回発行する。

健保組合から加入者へ情報を発信・共有し
、加入者の健康意識の醸成を図る。（内容
：健康保険組合について、法改正、マイナ
保険証による受診勧奨、特定健診・特定保
健指導・女性特有の健康問題関連および乳
がん子宮がん検診の受診勧奨、こどもの上
手な医療のかかり方等）

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

被保険者への配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)5月・9月・1月の年3回発行（継続的な健康情報発信：子どもや女性の健康づくり・特定健診・特定保健指導の受診勧奨、マイナ保険証の利用登録勧奨
等）

加入者の健康意識の向上は数値で測ることが困難であるため。
(アウトカムは設定されていません)

750 750 750 750 750 750

2 既
存 医療費通知 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,ス

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。
（ハガキの案内は、特退
・任継・住商ウェルサポ
ート）

シ

WEBシステムは、大和総
研社が運営する「KOSMO 
Communication Web」
を利用。
ハガキの発送手配は、外
部委託にて実施。

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。

「医療費のお知らせ」を
毎月該当被保険者に、WE
Bまたはハガキで案内する
。

本人の診療記録、医療費の確認による医療
費認識の向上及び適正受診、医療費の適正
化、不正レセプトの発見。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

KOSMO Webの利用率（被保険者）(【実績値】-　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：80％　令和8年度：90％　令和9年度：95％　令和10年度：97％　令
和11年度：100％)ハガキ通知者（任継・特退・住商ウェルサポートの被保険者）を除いた被保険者の、KOSMO Communication Webの利用率。
（KOSMO Web利用対象者ー未ログイン者）数∕KOSMO Web利用対象者数（令和6年6月末現在53%）

医療費の適正化と不正レセプトの発見は数値で測ることが困難であるため。
(アウトカムは設定されていません)

700 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
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2,5 既
存

育児関連冊子
「赤ちゃんと!
」配布

全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 １ ス

育児情報誌「赤ちゃんと!
」を出産育児一時金支給
対象者へ１年間無料配布
。
「お医者さんにかかるま
でに」等こどもの上手な
医療のかかり方に焦点を
当てた小冊子を配布。

シ
毎月「赤ちゃんと!」の新
規配布対象者を委託業者
（赤ちゃんとママ社）に
連絡、発送手配をする。

育児情報誌「赤ちゃんと!
」を出産育児一時金支給
対象者へ１年間無料配布
。
「お医者さんにかかるま
でに」等こどもの上手な
医療のかかり方に焦点を
当てた小冊子を配布。

育児情報誌「赤ちゃんと!
」「ラシタス」を出産育
児一時金支給対象者へ2年
間無料配布。乳幼児の上
手な医療のかかり方等へ
の知見を広げることを目
的として1歳児に焦点を当
てた「ラシタス」配布を
追加。
「お医者さんにかかるま
でに」等こどもの上手な
医療のかかり方に焦点を
当てた小冊子を配布。

育児情報誌「赤ちゃんと!
」「ラシタス」を出産育
児一時金支給対象者へ2年
間無料配布。「お医者さ
んにかかるまでに」等こ
どもの上手な医療のかか
り方に焦点を当てた小冊
子を配布。

育児情報誌「赤ちゃんと!
」「ラシタス」を出産育
児一時金支給対象者へ2年
間無料配布。「お医者さ
んにかかるまでに」等こ
どもの上手な医療のかか
り方に焦点を当てた小冊
子を配布。

育児情報誌「赤ちゃんと!
」「ラシタス」を出産育
児一時金支給対象者へ2年
間無料配布。「お医者さ
んにかかるまでに」等こ
どもの上手な医療のかか
り方に焦点を当てた小冊
子を配布。

育児情報誌「赤ちゃんと!
」「ラシタス」を出産育
児一時金支給対象者へ2年
間無料配布。「お医者さ
んにかかるまでに」等こ
どもの上手な医療のかか
り方に焦点を当てた小冊
子を配布。

育児支援情報誌「赤ちゃんと!」を出産育児
一時金支給対象者へ無料配布することによ
り育児知識を醸成し、子供と親のウェルビ
ーイングの向上を図る。
目標①子育て世代の健康意識の向上と生活
習慣の改善
目標②乳幼児医療費の適正化（こどもの上
手な医療のかかり方等）
目標③メンタルヘルスの増進

・総医療費に占める小児の時間外
診療の割合は低いが、医療費とし
ては高額である

対象者への配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)-

冊子の配布による育児知識醸成の度合、乳幼児の医療費抑制の金額、安易に医療機関で受診させないようになっているか等を測ることが出来ないため。
(アウトカムは設定されていません)

2,150 2,650 2,650 2,650 2,650 2,650

2,5 既
存

ホームページ
の運営 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,ス

①健康保険に関する全て
を詳しく掲載。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」を設置し、食・
運動・疾病予防・こども
や女性特有の健康課題、
メンタルヘルスケア、人
間ドックや健診結果の見
方に関し、各分野の専門
家の監修のもとに健康情
報・動画コンテンツを無
料で提供する。
また、全国の医療機関や
病名ごとの医薬品の検索
も可能とする。
電子図書館では市販され
ている健康情報書籍を無
料で閲覧可能とする。
③HPからPHRアプリと連
動した健康ポータルサイ
トや「常備薬購入」、「
人間ドック予約」サイト
に移行できる。

シ

各種健保手続き並びに補
助金制度の周知、被保険
者が自身で各種申請書類
をダウンロード
できる環境を提供し、事
務効率化に努める。法改
正の際はリアルタイムで
内容を更新する。
更新時は事業主のイント
ラに掲載、適宜個別メー
ルでも案内してもらう。
WEB健康情報コンテンツ
「ヘルシーファミリー倶
楽部」についても随時事
業主のイントラや
機関誌に掲載して周知広
報を行い、利用を促す。

加入者に対し様々な情報
を発信しリアルタイムで
継続更新提供する。
事業主と連携し、内容を
周知広報し加入者の利用
を促す。
①健康保険の仕組み、各
種健保手続き、法改正の
内容とそれに伴う手続き
について発信する。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」内で、随時健康
情報・健康動画コンテン
ツを掲載する。

加入者に対し様々な情報
を発信しリアルタイムで
継続更新提供する。
事業主と連携し、内容を
周知広報し加入者の利用
を促す。
①健康保険の仕組み、各
種健保手続き、法改正の
内容とそれに伴う手続き
について発信する。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」内で、随時健康
情報・健康動画コンテン
ツを掲載する。

加入者に対し様々な情報
を発信しリアルタイムで
継続更新提供する。
事業主と連携し、内容を
周知広報し加入者の利用
を促す。
①健康保険の仕組み、各
種健保手続き、法改正の
内容とそれに伴う手続き
について発信する。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」内で、随時健康
情報・健康動画コンテン
ツを掲載する。

加入者に対し様々な情報
を発信しリアルタイムで
継続更新提供する。
事業主と連携し、内容を
周知広報し加入者の利用
を促す。
①健康保険の仕組み、各
種健保手続き、法改正の
内容とそれに伴う手続き
について発信する。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」内で、随時健康
情報・健康動画コンテン
ツを掲載する。

加入者に対し様々な情報
を発信しリアルタイムで
継続更新提供する。
事業主と連携し、内容を
周知広報し加入者の利用
を促す。
①健康保険の仕組み、各
種健保手続き、法改正の
内容とそれに伴う手続き
について発信する。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」内で、随時健康
情報・健康動画コンテン
ツを掲載する。

加入者に対し様々な情報
を発信しリアルタイムで
継続更新提供する。
事業主と連携し、内容を
周知広報し加入者の利用
を促す。
①健康保険の仕組み、各
種健保手続き、法改正の
内容とそれに伴う手続き
について発信する。
②WEB健康情報コンテン
ツ「ヘルシーファミリー
倶楽部」内で、随時健康
情報・健康動画コンテン
ツを掲載する。

健康保険の仕組み、各種健保手続き、法改
正の内容とそれに伴う健保手続きに関する
情報発信・更新を継続的に実施する。加入
者の様々な健康課題に対応した健康情報や
健康動画、相談窓口を提供するポータルサ
イトとしてホームページを整備し、加入者
のヘルスリテラシー向上を図る。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

継続的な情報発信実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)継続的な情報発信・更新 健康意識の向上は数値で測れないため。

(アウトカムは設定されていません)

7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

2,7 既
存

ジェネリック
対策 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ア,キ,ク

レセプトより期間ごとの
先発品処方者を抽出し、7
4歳以下の該当者に後発医
薬品差額通知を送付する
。その後3ヶ月間ジェネリ
ックに切り換えたか、ま
た、これによる推定削減
額等を調査する。

ア,シ

紙媒体では年1回対象者に
通知を実施。健康ポータ
ルサイト・PHRアプリ内
では後発医薬品使用者へ
健康マイレージポイント
を付与。（このインセン
ティブ費用は健康マイレ
ージの予算に含まれる）
ホームページに加え、事
業主の社内イントラにて
広報周知し利用を促す。

①紙媒体では年1回対象者
に後発医療費差額通知を
実施。
②健康応援サイト「KENP
OS」内では後発医薬品使
用者へ健康マイレージポ
イントを付与。

①紙媒体では年1回対象者
に後発医療費差額通知を
実施。
②健康ポータルサイト・P
HRアプリ内では後発医薬
品使用者へ健康マイレー
ジポイントを付与。

①紙媒体では年1回対象者
に後発医療費差額通知を
実施。
②健康ポータルサイト・P
HRアプリ内では後発医薬
品使用者へ健康マイレー
ジポイントを付与。

①紙媒体では年1回対象者
に後発医療費差額通知を
実施。
②健康ポータルサイト・P
HRアプリ内では後発医薬
品使用者へ健康マイレー
ジポイントを付与。

①紙媒体では年1回対象者
に後発医療費差額通知を
実施。
②健康ポータルサイト・P
HRアプリ内では後発医薬
品使用者へ健康マイレー
ジポイントを付与。

①紙媒体では年1回対象者
に後発医療費差額通知を
実施。
②健康ポータルサイト・P
HRアプリ内では後発医薬
品使用者へ健康マイレー
ジポイントを付与。

後発医薬品への切り換えを推奨し、自己負
担額の削減及び当組合の薬剤費抑制をはか
る。全体的に後発品の使用は上限に達しつ
つあるので、対象を子どもにも広げ、子ど
もに頻回長期処方されやすい薬品（ヒルド
イドクリーム等）の後発品への切替案内に
は後発品の使用に対する理解を深めるチラ
シを同封する等工夫を凝らし、併せて子ど
もの医療費適正化も図る。

・ジェネリック数量比率が80％に
達していない。
・年代別では被保険者で50代、被
扶養者で60代の削減期待額が最も
高い。

後発品利用促進通知実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　
令和11年度：100％)・紙媒体では対象者に年1回実施
・健康ポータルサイト・PHRアプリ内では後発医薬品使用者へ健康マイレージポイントを付与
・全通知数と子どもへのヒルドイドクリーム等の後発薬品切替案内数を記録する

後発医薬品数量比率(【実績値】81.7％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：80％　令和8年度：80％　令和9年度：80％　令和10年度：80％　令和11年度：80％)・後発医薬品使用者の増加に伴う薬剤費の
削減
・令和５年度の後発医薬品の使用率：81.7%
・目標使用率：80%

902 968 970 970 970 970
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2,5 既
存

健康オンライ
ンセミナー 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ア,エ

ZOOM等WEBサイト・ア
プリを利用して外部委託
の専門職によるリアルタ
イムで無料参加できる各
種健康オンラインセミナ
ーを実施する。参加者に
は健康マイレージポイン
トを付与する。

シ

ホームページ・機関紙に
加え、事業主の社内イン
トラにて広報周知し利用
者増加を促す。運動、睡
眠、食事栄養、女性特有
の健康課題、シニアの健
康課題（介護予防・ロコ
モ対策）等毎月異なるテ
ーマを用意し、興味のあ
る内容のセミナーを選択
受講できるようにする。
可能な場合、アーカイブ
配信も行う。

オンラインで受講可能な
セミナーを実施する。
①毎月1回テーマを設けた
ランチタイムセミナーを
行う。テーマは運動系、
睡眠系、食事栄養、女性
特有の健康課題、シニア
の健康課題等。
②夏〜秋に年１回リアル
タイムで運動の指導を受
けることができるセミナ
ーを実施する。（毎年テ
ーマを定め、本年は正し
い歩き方指導）
③セミナー後アンケート
により、参加者の理解度
や興味関心等を確認する
。
スポーツオアシス・RIZAP
に委託

オンラインで受講可能な
セミナーを実施する。
①毎月1回テーマを設けた
ランチタイムセミナーを
行う。テーマは運動系、
睡眠系、食事栄養、女性
特有の健康課題、シニア
の健康課題等。
②夏〜秋に年１回リアル
タイムで運動の指導を受
けることができるセミナ
ーを実施する。（毎年テ
ーマを定める）
③セミナー後アンケート
により、参加者の理解度
や興味関心等を確認する
。

オンラインで受講可能な
セミナーを実施する。
①毎月1回テーマを設けた
ランチタイムセミナーを
行う。テーマは運動系、
睡眠系、食事栄養、女性
特有の健康課題、シニア
の健康課題等。
②夏〜秋に年１回リアル
タイムで運動の指導を受
けることができるセミナ
ーを実施する。（毎年テ
ーマを定める）
③セミナー後アンケート
により、参加者の理解度
や興味関心等を確認する
。

オンラインで受講可能な
セミナーを実施する。
①毎月1回テーマを設けた
ランチタイムセミナーを
行う。テーマは運動系、
睡眠系、食事栄養、女性
特有の健康課題、シニア
の健康課題等。
②夏〜秋に年１回リアル
タイムで運動の指導を受
けることができるセミナ
ーを実施する。（毎年テ
ーマを定める）
③セミナー後アンケート
により、参加者の理解度
や興味関心等を確認する
。

オンラインで受講可能な
セミナーを実施する。
①毎月1回テーマを設けた
ランチタイムセミナーを
行う。テーマは運動系、
睡眠系、食事栄養、女性
特有の健康課題、シニア
の健康課題等。
②夏〜秋に年１回リアル
タイムで運動の指導を受
けることができるセミナ
ーを実施する。（毎年テ
ーマを定める）
③セミナー後アンケート
により、参加者の理解度
や興味関心等を確認する
。

オンラインで受講可能な
セミナーを実施する。
①毎月1回テーマを設けた
ランチタイムセミナーを
行う。テーマは運動系、
睡眠系、食事栄養、女性
特有の健康課題、シニア
の健康課題等。
②夏〜秋に年１回リアル
タイムで運動の指導を受
けることができるセミナ
ーを実施する。（毎年テ
ーマを定める）
③セミナー後アンケート
により、参加者の理解度
や興味関心等を確認する
。

外部委託の専門職によるオンラインセミナ
ーを実施することで、各種健康課題（運動
、睡眠、食事栄養、女性特有、シニア特有
）による知識や具体的な対策・セルフケア
の方法を提供し、それをきっかけとした加
入者のヘルスリテラシー向上および生活習
慣の改善を図る。

・月経関連疾患の医療費が増加傾
向。年代ごとに多くの患者が存在
し、プレゼンティーイズムにも影
響するため十分な対策が必要
・不妊治療は、保険適用の拡大に
伴い2022年度は医療費が大幅に増
加。以後注視が必要
・健診分析において、他組合に比
べ、血糖のリスク者割合が高く、
早食いの傾向が強い。
・問診分析において、飲酒のスコ
アが最も悪く、特に50代〜60代は
多量飲酒群の割合が20％以上とな
っている。
・男性被保険者において生活習慣
改善意欲は「取組済み」の割合が
高い一方で「意思なし」の割合も
微増しつつある。
・肥満者の割合は他組合よりも低
いが、被保険者全体では41.4％が
該当している。
・男性被保険者：過去から徐々に
割合は減少しているが、48.9％が
肥満該当者のため引き続き改善に
向けた対策が必要
・女性被保険者：他組合に比べて
肥満の割合は低いが、やせの割合
が高く、やせにより高まるリスク
もあるため標準の割合を高めるた
めの対策が必要である。

セミナー延べ参加者数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：3,000人　令和7年度：3,100人　令和8年度：3,200人　令和9年度：3,200人　令和10年度：3,300人　令
和11年度：3,300人)-

（理由）セミナーの参加者数で生活習慣の改善は測れないため。
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ケ,サ

事業主と連携し、受診機
会の拡大を図る。（事業
主健診・人間ドック）

ア,カ,ク
健診管理システムを構築
し、データによる管理を
進める。受診率を上げる
ために事業主に受診督促
の協力を依頼する。

事業主と協力し、受診環
境の整備（ハピルス健診
による利便性の向上）お
よび未受診者に対する受
診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境の整備（ハピルス健診
による利便性の向上）お
よび未受診者に対する受
診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境の整備（ハピルス健診
による利便性の向上）お
よび未受診者に対する受
診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境の整備（ハピルス健診
による利便性の向上）お
よび未受診者に対する受
診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境の整備（ハピルス健診
による利便性の向上）お
よび未受診者に対する受
診勧奨を徹底する

事業主と協力し、受診環
境の整備（ハピルス健診
による利便性の向上）お
よび未受診者に対する受
診勧奨を徹底する

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の状況を把握し、適切な改善介入に繋
げるための基盤を構築する。

・被保険者では、一部従業員が所
定の健康診断実施日に受診できな
い場合がある
・被保険者ではグループ外出向者
の健診結果提出が少なく課題であ
る

特定健診実施率(【実績値】94.7％　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：95％　令和8年度：95％　令和9年度：95％　令和10年度：95％　令和11年度：95
％)特定健診受診者数∕特定健診対象者数（被保険者）

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】16.8％　【目標値】令和6年度：16％　令和7年度：15％　令和8年度：14％　令和9年度：13％　令和10年度：12％　令和11年度：11％)内臓脂肪症候群該当者数∕特定健診
受診者数（被保険者）　この割合を減らす。

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 １ ケ

健診未受診者のパターン
分析を基にパターン毎の
コンテンツによる健診勧
奨通知を送付し、健診受
診を促す

カ,ク
条件別の該当者抽出や通
知物の作成・発送はサー
ビス提供事業者に委託し
、業務負担の軽減を図る

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

未受診者を抽出し、漏れ
なく通知を行う

健康状態未把握者を減少させることでリス
ク者の把握状況を強め、適切な改善介入に
繋げるための基盤を構築する。

・被扶養者について受診率上昇に
向けた対策の強化が必要。特に40
代の受診率が低く、生活習慣病を
発症しやすくなる世代の健康把握
ができていない。直近3年連続健診
未受診者が多く存在する。直近年
度健診未受診者の中には普段から
医療機関に受診している者も多く
存在しているため、個別の状況に
合わせた介入が必要。

特定健診実施率(【実績値】68.1％　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：73％　令和8年度：75％　令和9年度：78％　令和10年度：79％　令和11年度：80
％)特定健診受診者数∕特定健診対象者数（被扶養者）

内臓脂肪症候群該当者割合(【実績値】2.6％　【目標値】令和6年度：2％　令和7年度：2％　令和8年度：2％　令和9年度：2％　令和10年度：2％　令和11年度：2％)内臓脂肪症候群該当者数∕特定健診受診者数
（被扶養者）　この割合を減らす
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特
定
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事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員,基
準該当

者
１ オ,ク,ケ,コ

,サ

・業務時間中の実施が可
能になるよう事業主に働
きかける
・ICT指導を活用し、実施
機会を拡大する
・医療機関での健診当日
の指導が拡大するよう機
関側に働きかける

ア,イ,ウ,カ
,ケ

事業主・医療機関・サー
ビス提供業者と連携して
進めていく

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

対象者に対し十分な実施
機会を提供し、実施率の
向上を目指す

保健指導実施率の向上および対象者割合の
減少を目指す。

・対象者割合は5年間で減少してい
るが、服薬者割合が増加傾向にあ
る。
・対象者の内、リピーター対象者
の割合が高い。
・本来対象であるが、問診回答で
服薬中で対象外の扱いとなってい
る者が一定数いる。
・若年者（35〜39歳）において保
健指導域該当が約20％存在する。

特定保健指導実施率(【実績値】39.3％　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：42％　令和8年度：44％　令和9年度：46％　令和10年度：48％　令和11年度：
50％)特定保健指導修了者数∕特定保健指導対象者
令和4年度：43.5%

特定保健指導対象者割合減少率(【実績値】24.3％　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：28％　令和8年度：30％　令和9年度：33％　令和10年度：34％　令和11年度：35％)前年特定保健指導利用による特
定指導対象者の減少率
令和4年度：31.6%
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齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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保
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伝

5 既
存 肥満者対策 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 ３ エ,ス

機関誌「健保だより」、
当組合HP・健康ポータル
サイト・PHRアプリ上で
ウォーキング、食生活改
善等の勧奨、情報発信を
行う。事業主の協力を得
てウォーキング・イベン
トを実施する。

シ

機関誌「健保だより」、
当組合HP・健康ポータル
サイト・PHRアプリ上で
ウォーキング、食生活改
善等の勧奨、情報発信を
行う。事業主の協力を得
てウォーキング・イベン
トを実施する。

機関誌「健保だより」、
当組合HP、健康応援サイ
ト「KENPOS」上で、ウ
ォーキング、食生活改善
等の勧奨、情報発信を行
う。
ウォーキング・イベント
を実施する。

機関誌「健保だより」、
当組合HP・健康ポータル
サイト・PHRアプリ上で
、ウォーキング、食生活
改善等の勧奨、情報発信
を行う。
ウォーキング・イベント
を実施する。

機関誌「健保だより」、
当組合HP・健康ポータル
サイト・PHRアプリ上で
、ウォーキング、食生活
改善等の勧奨、情報発信
を行う。
ウォーキング・イベント
を実施する。

機関誌「健保だより」、
当組合HP・健康ポータル
サイト・PHRアプリ上で
、ウォーキング、食生活
改善等の勧奨、情報発信
を行う。
ウォーキング・イベント
を実施する。

機関誌「健保だより」、
当組合HP・健康ポータル
サイト・PHRアプリ上で
、ウォーキング、食生活
改善等の勧奨、情報発信
を行う。
ウォーキング・イベント
を実施する。

機機関誌「健保だより」
、当組合HP・健康ポータ
ルサイト・PHRアプリ上
で、ウォーキング、食生
活改善等の勧奨、情報発
信を行う。
ウォーキング・イベント
を実施する。

肥満者数を減少させることで、将来的な生
活習慣病リスクおよび特定保健指導対象者
数を減少させる。やせの女性の割合を減ら
すための対策も講じていきたい。

・肥満者の割合は他組合よりも低
いが、被保険者全体では41.4％が
該当している。
・男性被保険者：過去から徐々に
割合は減少しているが、48.9％が
肥満該当者のため引き続き改善に
向けた対策が必要
・女性被保険者：他組合に比べて
肥満の割合は低いが、やせの割合
が高く、やせにより高まるリスク
もあるため標準の割合を高めるた
めの対策が必要である。

特定保健指導対象者割合(【実績値】13.4％　【目標値】令和6年度：13％　令和7年度：13％　令和8年度：12％　令和9年度：12％　令和10年度：11％　令和11年
度：11％)特定保健指導対象者∕特定健診受診（令和4年度：13.7%) 内臓脂肪症候群該当者の減少率（40歳以上） (【実績値】25.3％　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：26％　令和8年度：26％　令和9年度：27％　令和10年度：27％　令和11年度：28％)令和4年：23.1％

1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800

5,6 既
存

こころとから
だの健康相談
（みんなの家
庭の医学）

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,キ,ケ

24時間365日利用可能な
医療専門職・医師との電
話、メール、または面接
による健康相談（こころ
とからだ）を提供する。

ア,イ,ウ

外部委託の医療専門職・
医師による24時間健康相
談および専門家によるカ
ウンセリングと、アプリ
による健康情報の提供を
行う。
ホームページ・機関紙に
加え、事業主の社内イン
トラにて広報周知し利用
を促す。

①「みんなの家庭の医学
」により、いつでも電話
・メール・面談で外部委
託の専門家（医師・臨床
心理士・保健師・管理栄
養士等）と
小児や女性から高齢者ま
での医療・健康相談・メ
ンタルヘルスケアができ
る環境を通年（24時間
365日利用可能）で提供す
る。
②WEBサイト・スマート
フォン上で小児や女性か
ら高齢者まで幅広い対象
の健康情報をわかりやす
く分類して提供する。
③相談数、情報閲覧数等
により、加入者の健康状
況や関心状況を把握する
。

①「みんなの家庭の医学
」により、いつでも電話
・メール・面談で外部委
託の専門家（医師・臨床
心理士・保健師・管理栄
養士等）と
小児や女性から高齢者ま
での医療・健康相談・メ
ンタルヘルスケアができ
る環境を通年（24時間
365日利用可能）で提供す
る。
②WEBサイト・スマート
フォン上で小児や女性か
ら高齢者まで幅広い対象
の健康情報をわかりやす
く分類して提供する。
③相談数、情報閲覧数等
により、加入者の健康状
況や関心状況を把握する
。

①「みんなの家庭の医学
」により、いつでも電話
・メール・面談で外部委
託の専門家（医師・臨床
心理士・保健師・管理栄
養士等）と
小児や女性から高齢者ま
での医療・健康相談・メ
ンタルヘルスケアができ
る環境を通年（24時間
365日利用可能）で提供す
る。
②WEBサイト・スマート
フォン上で小児や女性か
ら高齢者まで幅広い対象
の健康情報をわかりやす
く分類して提供する。
③相談数、情報閲覧数等
により、加入者の健康状
況や関心状況を把握する
。

①「みんなの家庭の医学
」により、いつでも電話
・メール・面談で外部委
託の専門家（医師・臨床
心理士・保健師・管理栄
養士等）と
小児や女性から高齢者ま
での医療・健康相談・メ
ンタルヘルスケアができ
る環境を通年（24時間
365日利用可能）で提供す
る。
②WEBサイト・スマート
フォン上で小児や女性か
ら高齢者まで幅広い対象
の健康情報をわかりやす
く分類して提供する。
③相談数、情報閲覧数等
により、加入者の健康状
況や関心状況を把握する
。

①「みんなの家庭の医学
」により、いつでも電話
・メール・面談で外部委
託の専門家（医師・臨床
心理士・保健師・管理栄
養士等）と
小児や女性から高齢者ま
での医療・健康相談・メ
ンタルヘルスケアができ
る環境を通年（24時間
365日利用可能）で提供す
る。
②WEBサイト・スマート
フォン上で小児や女性か
ら高齢者まで幅広い対象
の健康情報をわかりやす
く分類して提供する。
③相談数、情報閲覧数等
により、加入者の健康状
況や関心状況を把握する
。

①「みんなの家庭の医学
」により、いつでも電話
・メール・面談で外部委
託の専門家（医師・臨床
心理士・保健師・管理栄
養士等）と
小児や女性から高齢者ま
での医療・健康相談・メ
ンタルヘルスケアができ
る環境を通年（24時間
365日利用可能）で提供す
る。
②WEBサイト・スマート
フォン上で小児や女性か
ら高齢者まで幅広い対象
の健康情報をわかりやす
く分類して提供する。
③相談数、情報閲覧数等
により、加入者の健康状
況や関心状況を把握する
。

小児や女性、高齢者まで幅広い対象の健康
不安の解決や、メンタルヘルス、疾病に関
する相談先として、24時間365日の医療専
門職や医師との3者通話による相談窓口を設
置する。相談することで、上手な医療のか
かり方の普及啓発や、セルフケアの推進お
よび疾病の早期治療へ繋げる。また、医療
・健康情報により、相談をしなくてもセル
フケアができるような環境を整備し、健康
増進・疾病予防の啓発に繋げる。ホームペ
ージ・機関紙に加え、事業主の社内イント
ラにて広報周知し利用を促す。

・被保険者においては男性に比べ
、女性の睡眠状況の良好者割合が
低く、改善に向けた対策の強化が
必要
・経年でメンタル疾患受療率が増
加傾向。特に被保険者においては
プレゼンティーイズムや傷病手当
金の観点からも事業主との情報連
携が必要であることと、セルフケ
アの理解を深めるための働きかけ
が必要
・2022年度被保険者において、若
い世代で受療率が高い。被保険者
においてはプレゼンティーイズム
や傷病手当金の観点からも事業主
との情報連携が必要であることと
、セルフケアの理解を深めるため
の働きかけが必要
・月経関連疾患の医療費が増加傾
向。年代ごとに多くの患者が存在
し、プレゼンティーイズムにも影
響するため十分な対策が必要
・不妊治療は、保険適用の拡大に
伴い2022年度は医療費が大幅に増
加。以後注視が必要
・総医療費に占める小児の時間外
診療の割合は低いが、医療費とし
ては高額である

心の相談件数(【実績値】62件　【目標値】令和6年度：60件　令和7年度：60件　令和8年度：60件　令和9年度：70件　令和10年度：70件　令和11年度：70件)ホ
ームページ・機関紙に加え、事業主の社内イントラにて案内、24時間365日利用可能。相談数、情報閲覧数等により、加入者の健康状況や関心状況を把握する。

（理由）からだとこころの健康相談による疾病予防、疾病早期治療、メンタル面の改善、医療費削減効果は測れないため。
(アウトカムは設定されていません)

からだの相談件数(【実績値】33件　【目標値】令和6年度：40件　令和7年度：50件　令和8年度：50件　令和9年度：60件　令和10年度：60件　令和11年度：60
件)ホームページ・機関紙に加え、事業主の社内イントラにて案内、24時間365日利用可能。相談数、情報閲覧数等により、加入者の健康状況や関心状況を把握する
。

-

800 800 800 800 800 800
疾
病
予
防

5 新
規 若年層対策 全て 男女

20
〜
39

被保険
者,基準
該当者

１ オ,ク,ケ
ハイリスク群に対し、生
活指導プログラムを実施
。実施後は効果検証を行
う。

ウ サービス提供業者と連携
して進めていく

特定保健指導対象者予測
モデルにて抽出されたハ
イリスク群に対し、生活
指導プログラムを実施す
る

特定保健指導対象者予測
モデルにて抽出されたハ
イリスク群に対し、生活
指導プログラムを実施す
る

特定保健指導対象者予測
モデルにて抽出されたハ
イリスク群に対し、生活
指導プログラムを実施す
る

特定保健指導対象者予測
モデルにて抽出されたハ
イリスク群に対し、生活
指導プログラムを実施す
る

特定保健指導対象者予測
モデルにて抽出されたハ
イリスク群に対し、生活
指導プログラムを実施す
る

特定保健指導対象者予測
モデルにて抽出されたハ
イリスク群に対し、生活
指導プログラムを実施す
る

将来の特定保健指導対象者割合の減少をめ
ざす。

・若年者（35〜39歳）において保
健指導域該当が約20％存在する。
将来の特定保健指導対象者となる4
0歳未満の若年者向けの対策強化が
必要

プログラム参加率 (【実績値】10.4％　【目標値】令和6年度：13％　令和7年度：15％　令和8年度：18％　令和9年度：20％　令和10年度：23％　令和11年度：2
5％)若年層の保健指導参加者∕若年層の保健指導域該当者
（令和5年度　参加者14人∕該当者135人）

若年層の保健指導域該当者割合(【実績値】14.3％　【目標値】令和6年度：13％　令和7年度：12％　令和8年度：11％　令和9年度：10％　令和10年度：9％　令和11年度：8％)若年層の保健指導域該当者∕若年
層の健診受診被保険者
（令和5年度　該当者135人∕受診者944人）
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4 既
存

生活習慣病重
症化予防（治
療放置者への
通院勧奨）

全て 男女
35
〜
70

加入者
全員,基
準該当

者
１ イ,キ,ク

健診データおよびレセプ
トよりハイリスクかつ未
治療者を抽出し、該当者
に早期受診を促す受診勧
奨通知を送付する

イ,ウ,ケ サービス提供業者と連携
して進めていく

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

早期受診を行うことで重症化を防ぎ、将来
的な重大イベント発生を抑制する

・50代〜60代前半の加入者構成割
合が高く、生活習慣病の重症化予
防に向けた取り組みの推進が必要
である。
・医療費の構成割合において3年連
続新生物＜腫瘍＞の医療費構成割
合が高い。循環器系と内分泌、栄
養及び代謝疾患の割合も毎年高く
、生活習慣病関連の医療費も高い
。
・全体の4割弱が毎年生活習慣病群
と重症化群を占める。
・患者予備群と治療放置群は年々
減少しているが、不健康群が増え
ている状況もあるため、受診勧奨
の対策は必要。
また、生活習慣病の治療に繋がっ
た人達への重症化予防の対策が必
要。
・生活習慣病受診勧奨域にもかか
わらず2年連続治療放置者が多く存
在する。
・肝疾患、腎不全の医療費が増加
、人工透析導入により一人当たり
医療費が最も高額となる腎不全の
患者が明確に増加している。

受診勧奨後の受診率(【実績値】23.5％　【目標値】令和6年度：24％　令和7年度：25％　令和8年度：26％　令和9年度：27％　令和10年度：28％　令和11年度：
29％)受診勧奨後の受診者数∕受診勧奨通知発送者数（令和5年度31人∕132人）

受診勧奨後の治療放置群割合(【実績値】4.0％　【目標値】令和6年度：4.0％　令和7年度：3.8％　令和8年度：3.6％　令和9年度：3.4％　令和10年度：3.2％　令和11年度：3.0％)JMDC理事会レポート（全体分
）の生活習慣病リスク分布「健康課題マップ」年度継続在籍の被保険者全年齢、治療放置群の割合を減らすことを目標とする。（令和3年度4.2%、令和4年度3.2%）

500 500 500 500 500 500

4 既
存

慢性腎臓病重
症化予防（治
療放置者への
通院勧奨）

全て 男女
35
〜
70

加入者
全員,基
準該当

者
１ イ,キ,ク

健診データおよびレセプ
トよりハイリスクかつ未
治療者を抽出し、該当者
に早期受診を促す受診勧
奨通知を送付する

イ,ウ,ケ サービス提供業者と連携
して進めていく

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

ハイリスクかつ未治療者
に対して早期に医療を受
けてもらうよう受診を促
す

早期受診を行うことで重症化を防ぎ、将来
的な重大イベント発生を抑制する

・CKDステージマップ上、ハイリ
スクにもかかわらず腎症の治療実
績のない加入者が一定数存在する
。

受診勧奨後の受診率(【実績値】10.0％　【目標値】令和6年度：12％　令和7年度：13％　令和8年度：14％　令和9年度：15％　令和10年度：16％　令和11年度：
17％)受診勧奨後の受診者数∕受診勧奨通知発送者数（令和5年度38人∕380人）

受診勧奨後の治療放置群割合(【実績値】4.0％　【目標値】令和6年度：4.0％　令和7年度：3.8％　令和8年度：3.6％　令和9年度：3.4％　令和10年度：3.2％　令和11年度：3.0％)MDC理事会レポート（全体分
）の生活習慣病リスク分布「健康課題マップ」年度継続在籍の被保険者全年齢、治療放置群の割合を減らすことを目標とする。（令和3年度4.2%、令和4年度3.2%）
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4 新
規

糖尿病性腎症
重症化予防 全て 男女

35
〜
70

被保険
者,基準
該当者

１ イ,エ,キ,ク
健診データおよびレセプ
トよりアンコントロール
を抽出し、改善に向けた
指導プログラムを展開す
る

ウ
サービス提供業者と連携
して進めていく（PREVEN
T社Mystarプログラム）

健診データおよびレセプ
トより2型糖尿病治療中患
者におけるアンコントロ
ール者を抽出し、数値改
善に向けた指導プログラ
ムを展開する

健診データおよびレセプ
トより2型糖尿病治療中患
者におけるアンコントロ
ール者を抽出し、数値改
善に向けた指導プログラ
ムを展開する

健診データおよびレセプ
トより2型糖尿病治療中患
者におけるアンコントロ
ール者を抽出し、数値改
善に向けた指導プログラ
ムを展開する

健診データおよびレセプ
トより2型糖尿病治療中患
者におけるアンコントロ
ール者を抽出し、数値改
善に向けた指導プログラ
ムを展開する

健診データおよびレセプ
トより2型糖尿病治療中患
者におけるアンコントロ
ール者を抽出し、数値改
善に向けた指導プログラ
ムを展開する

健診データおよびレセプ
トより2型糖尿病治療中患
者におけるアンコントロ
ール者を抽出し、数値改
善に向けた指導プログラ
ムを展開する

数値改善に向けた指導を行うことでアンコ
ントロール者を減少させ、将来的な人工透
析移行者の発生を抑制する。

・特に腎症のアンコントロール者
の内、まだ打ち手が可能と思われ
る糖尿病のみの群および、腎機能
低下疑いの群については個別の介
入が必要
・腎症病期に該当する人数は年々
増加傾向。人工透析導入の防止に
向け、病期進行の食い止めに向け
た対策の強化が必要

リスク対象者数(【実績値】254人　【目標値】令和6年度：240人　令和7年度：230人　令和8年度：220人　令和9年度：210人　令和10年度：200人　令和11年度
：190人)PREVENT社Mystarプログラム案内送付対象者数（＝数値アンコントロール者。令和4年度268人、令和５年度254人。）
令和4年度より過去2年30名ずつプログラムを実施。実施によりアンコントロール者の数が減り、重症化を防ぐことが目的。

本プログラムはR5年度より開始。評価方法がまだ定まっていないため。
(アウトカムは設定されていません)
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5 既
存 喫煙者対策 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ ア,イ,エ,キ

,ケ
オンライン禁煙支援プロ
グラムの実施 ア,イ,ケ サービス提供業者と連携

して進めていく
Webで申込者を募り、オ
ンライン禁煙支援プログ
ラムを実施する。

Webで申込者を募り、オ
ンライン禁煙支援プログ
ラムを実施する。

Webで申込者を募り、オ
ンライン禁煙支援プログ
ラムを実施する。

Webで申込者を募り、オ
ンライン禁煙支援プログ
ラムを実施する。

Webで申込者を募り、オ
ンライン禁煙支援プログ
ラムを実施する。

Webで申込者を募り、オ
ンライン禁煙支援プログ
ラムを実施する。 喫煙者の禁煙支援による健康増進

・全体の喫煙率は他組合と比較し
て低い。男性被保険者の年代別に
みると40代は喫煙率が高まってい
る傾向がある。
・禁煙外来受診者の内、喫煙を継
続している者がいる

プログラム案内送付実施(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)-

アウトカム評価しない。
（理由）当組合の喫煙率は10％未満（特定健診問診票ベース）でこれ以上の引下げは難しい。禁煙希望者に対し支援するプログラムを用意しておくことが目標。
(アウトカムは設定されていません)
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アウトプット指標 アウトカム指標
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4 既
存 歯科対策 全て 男女

7
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,キ,ク

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う

ウ サービス提供業者と連携
して進めていく

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
①健保組合ホームページ
内に無料歯科健診の案内
入り口を設け、無料で歯
科健診を受けることがで
きる歯科医院を検索・申
込み可能な環境を提供す
る。
②レセプトより経年で歯
科未受診の加入者に対し
、歯周病キットによる無
料の歯周病リスク検査を
実施し、陽性者の歯科受
診へとつなげる。

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
①健保組合ホームページ
内に無料歯科健診の案内
入り口を設け、無料で歯
科健診を受けることがで
きる歯科医院を検索・申
込み可能な環境を提供す
る。
②レセプトより経年で歯
科未受診の加入者に対し
、歯周病キットによる無
料の歯周病リスク検査を
実施し、陽性者の歯科受
診へとつなげる。

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
①健保組合ホームページ
内に無料歯科健診の案内
入り口を設け、無料で歯
科健診を受けることがで
きる歯科医院を検索・申
込み可能な環境を提供す
る。
②レセプトより経年で歯
科未受診の加入者に対し
、歯周病キットによる無
料の歯周病リスク検査を
実施し、陽性者の歯科受
診へとつなげる。

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
①健保組合ホームページ
内に無料歯科健診の案内
入り口を設け、無料で歯
科健診を受けることがで
きる歯科医院を検索・申
込み可能な環境を提供す
る。
②レセプトより経年で歯
科未受診の加入者に対し
、歯周病キットによる無
料の歯周病リスク検査を
実施し、陽性者の歯科受
診へとつなげる。

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
①健保組合ホームページ
内に無料歯科健診の案内
入り口を設け、無料で歯
科健診を受けることがで
きる歯科医院を検索・申
込み可能な環境を提供す
る。
②レセプトより経年で歯
科未受診の加入者に対し
、歯周病キットによる無
料の歯周病リスク検査を
実施し、陽性者の歯科受
診へとつなげる。

経年での歯科未受診者（
かつ生活習慣病リスクあ
りの者）に対して歯科受
診勧奨を行う
①健保組合ホームページ
内に無料歯科健診の案内
入り口を設け、無料で歯
科健診を受けることがで
きる歯科医院を検索・申
込み可能な環境を提供す
る。
②レセプトより経年で歯
科未受診の加入者に対し
、歯周病キットによる無
料の歯周病リスク検査を
実施し、陽性者の歯科受
診へとつなげる。

定期的な歯科受診を促すことで将来的な重
度症状の発症を予防する。

・歯科の医療費は直近3年間はほぼ
横ばいとなっているが、20代・30
代の若い世代で医療費は下がって
いる。
・加入者全体で約4割が一年間一度
も歯科受診なし。その内3年連続未
受診者は半分以上と非常に多い。
・歯科受診は年齢別では20代が最
も受診率が低く、また被保険者は
被扶養者と比べ受診率が低い。
・う蝕又は歯周病にて治療中の者
の内、一定数が重度疾患にて受診
。重症化を防ぐための定期（早期
）受診を促す必要がある。

歯周病リスク検査陽性率 (【実績値】18.8％　【目標値】令和6年度：18％　令和7年度：18％　令和8年度：18％　令和9年度：17％　令和10年度：17％　令和11
年度：17％)陽性者∕歯周病リスク検査受診者　（令和4年度：420人∕2,120人　19.8%、令和5年度：228人∕1,213人　18.8%）
歯周病リスク検査対象者は定期的に歯科医でメンテナンスをされている方、未就学児・海外居住の方を対象外として希望者は受診できるように設定している。

陽性者の歯科受診率 (【実績値】23％　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：20％　令和9年度：22％　令和10年度：24％　令和11年度：25％)-

- - - - - -

3 新
規 大腸がん対策 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,キ

大腸がん検査での有所見
者（かつ未治療者）に対
して精密検査の受診勧奨
を行う

ア,イ,カ,ケ サービス提供業者と連携
して進めていく

検査結果およびレセプト
データより、有所見かつ
その後未治療者を抽出し
、精密検査の受診勧奨を
行う

検査結果およびレセプト
データより、有所見かつ
その後未治療者を抽出し
、精密検査の受診勧奨を
行う

検査結果およびレセプト
データより、有所見かつ
その後未治療者を抽出し
、精密検査の受診勧奨を
行う

検査結果およびレセプト
データより、有所見かつ
その後未治療者を抽出し
、精密検査の受診勧奨を
行う

検査結果およびレセプト
データより、有所見かつ
その後未治療者を抽出し
、精密検査の受診勧奨を
行う

検査結果およびレセプト
データより、有所見かつ
その後未治療者を抽出し
、精密検査の受診勧奨を
行う

がんの早期発見および早期治療により、重
症化および医療費の増加を抑制する

・その他のがんを除き、肺がん、
乳がんの順で医療費は多い。これ
らの結果からも早期発見、早期治
療による対策の重要性を今一度認
識し、適切な事業を展開する必要
がある
・大半は50代以降からがんの患者
数が増加傾向にあるが、50歳未満
においても一定数の患者が存在し
ており、これらの実態を踏まえ適
切な受診補助対象年齢設定などに
活用したい
・便潜血陽性者における医療機関
受診者の内、4.8％が悪性腫瘍とし
て診断。要精密検査となった対象
者への受診勧奨が必要。

（仮）要精密検査対象者に対する受診勧奨案内送付実施 (【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令
和10年度：100％　令和11年度：100％)本事業は、計画中。 アウトカム評価しない。

（理由）本事業は、計画中のため。
(アウトカムは設定されていません)

8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

3 既
存

乳がん・子宮
がん対策 全て 女性

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,ケ

乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。(被扶養者
は配偶者のみ）

ア,イ,カ,ケ
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

"乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

"乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

"乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

"乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

"乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

"乳がん検診、子宮がん検
診の受診費用につき、年
齢に関係なく上限各10,00
0円まで補助。
ピンクリボン月間（10月
）に、事業主と連携してH
Pや事業主イントラなどで
、検診案内を行う。

乳がん・子宮頸がんの早期発見、発症者数
の減少。若年層の婦人科検診受診率UPを図
る。

・その他のがんを除き、肺がん、
乳がんの順で医療費は多い。これ
らの結果からも早期発見、早期治
療による対策の重要性を今一度認
識し、適切な事業を展開する必要
がある
・大半は50代以降からがんの患者
数が増加傾向にあるが、50歳未満
においても一定数の患者が存在し
ており、これらの実態を踏まえ適
切な受診補助対象年齢設定などに
活用したい
・便潜血陽性者における医療機関
受診者の内、4.8％が悪性腫瘍とし
て診断。要精密検査となった対象
者への受診勧奨が必要。

婦人科検診受診率（全年齢）(【実績値】50.6％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：51％　令和8年度：52％　令和9年度：53％　令和10年度：54％　令和
11年度：55％)-

（検討中）
要精密検査の該当者把握とその後の受診率を出せるか？
(アウトカムは設定されていません)

婦人科検診受診率（若年層）(【実績値】13.7％　【目標値】令和6年度：16％　令和7年度：18％　令和8年度：20％　令和9年度：23％　令和10年度：25％　令和
11年度：30％)若年層（20〜34歳）の婦人科検診受診率は低い。（令和5年度13.7%） -

600 - - - - -
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5 新
規

適正受診・適
正服薬の取組 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ キ,ク

①ポリファーマシーの取
組として有害事象の発生
リスクの高い対象者を抽
出し、適正処方に向けた
服薬情報に関する通知を
行う
②セルフメディケーショ
ンの取組として家庭用常
備薬斡旋事業の中で、
特に適正受診に繋がるOC
T医薬品（風邪・花粉症・
アレルギー・湿布薬等）
に対象を絞り、
販売金額から50%割引く
方法で補助金を支給する

カ サービス提供業者と連携
して進めていく

セルフメディケーション
の取組として家庭用常備
薬斡旋事業の中で、
特に適正受診に繋がるOC
T医薬品（風邪・花粉症・
アレルギー・湿布薬等）
に対象を絞り、販売金額
から50%割引く方法で補
助金を支給する。
ポリファーマシー事業に
ついては検討中。

本事業について、検討中
。

本事業について、検討中
。

本事業について、検討中
。

本事業について、検討中
。

本事業について、検討中
。

ポリファーマシー：医薬品の適正服用を推
進することで有害事象の発生を防ぐことと
併せ、医療費適正化を目指す。
セルフメディケーション：適切な家庭用常
備薬を安価に購入できるように補助し、適
正受診に繋げて医療費適正化を目指す。

・60代前半の加入者構成割合が高
く、優先的な適正受診の推進が必
要。
・薬剤処方において有害事象の発
生リスクが高まる「6剤」以上の併
用が見られる加入者が多く存在す
る。
・頻回およびはしご（重複）受診
が認められる加入者が、特に50歳
以上に多く存在する。

（仮）ポリファーマシー対象者への通知送付実施 (【実績値】-　【目標値】令和6年度：0％　令和7年度：0％　令和8年度：0％　令和9年度：0％　令和10年度：0
％　令和11年度：0％)本事業について、検討中。

アウトカム評価しない。
（理由）本事業の検討中のため。
(アウトカムは設定されていません)

家庭用常備薬斡旋販売利用件数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：300件　令和7年度：300件　令和8年度：300件　令和9年度：300件　令和10年度：300件　令
和11年度：300件)家庭用常備薬斡旋販売の中で特に適正受診に繋がるOTC医薬品4種類に対し、購入金額の50%補助、上限300個、ひとり4個購入限度とする。 -

27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種費
用補助

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

インフルエンザ予防接種
につき、回数制限なく実
費補助。

シ
接種後、領収書とともに
当組合にWEBで補助申請
する。

①インフルエンザ予防接
種費用の実費補助。（回
数制限なし）
②接種後、KENPOSからW
EBで補助申請する。（オ
ンラインで完結）

①インフルエンザ予防接
種費用の実費補助。（回
数制限なし）
②接種後、補助システム
からオンラインで補助申
請する。

①インフルエンザ予防接
種費用の実費補助。（回
数制限なし）
②接種後、補助システム
からオンラインで補助申
請する。

①インフルエンザ予防接
種費用の実費補助。（回
数制限なし）
②接種後、補助システム
からオンラインで補助申
請する。

①インフルエンザ予防接
種費用の実費補助。（回
数制限なし）
②接種後、補助システム
からオンラインで補助申
請する。

①インフルエンザ予防接
種費用の実費補助。（回
数制限なし）
②接種後、補助システム
からオンラインで補助申
請する。

予防接種を受けることによりインフルエン
ザの感染と重症化の予防を図る

・インフルエンザの患者数は新型
コロナウィルスの影響で激減して
いたが、直近年度では過去年度ほ
どではないが大幅に増加。

予防接種者数(【実績値】6,353人　【目標値】令和6年度：7,000人　令和7年度：7,000人　令和8年度：7,000人　令和9年度：7,000人　令和10年度：7,000人　令
和11年度：7,000人)-

アウトカム評価しない
（理由）接種率では実際の罹患率は測れないため。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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分類
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実施
主体

注3)
プロセス
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実施方法

注4)
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分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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